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Ⅰ 子育て応援 しもつけっ子プランについて 

わが国では近年、ライフスタイルや価値観の多様化、社会経済情勢の変化等に伴い、急速

な少子化が進行しています。また、世帯の少人数化や地域のつながりの希薄化などにより、

子育てへの不安感や孤立感を抱いている子育て家庭が多くなってきています。 

子どもは、次の時代を担うかけがえのない宝であり、これからのまちをつくる貴重な存在

です。少子化が加速することは、人口構造に不均等をもたらし、労働力人口の減少や社会保

障負担の増加、地域社会の活力低下など、将来的に深刻な影響を与えるものとして懸念され

ています。そのため、安心して子どもを生み育てられるとともに、子ども自身が安心して健

やかに育っていけるよう、社会全体で子育てを支えていくことが重要となっています。 

こうした状況の中、国では、少子化対策として平成１５年に制定された「次世代育成支援

対策推進法」に基づき、総合的な取り組みを進めてきました。しかし、子ども・子育てを取

り巻く社会情勢の変化を受け、新たな支援制度を構築していくため、平成２２年の「子ども・

子育てビジョン」の閣議決定、子ども・子育て新システム検討会議の設置を皮切りに、幼保

一体化を含む新たな次世代育成支援のための包括的・一元的なシステムの構築について検討

が始まりました。その後、平成２４年には、認定こども園、幼稚園、保育所を通じた共通の

新たな給付や認定こども園法の改善などが盛り込まれた「子ども・子育て関連３法」が制定

されました。この３法に基づいた平成２７年度から施行された新たな子育て支援の仕組み、

「子ども・子育て支援新制度」では、「子どもの最善の利益」が実現される社会の構築に向け、

（１）質の高い幼児期の学校教育・保育の総合的な提供、（２）保育の量的拡大・確保、教育・

保育の質的改善、（３）地域の子ども・子育て支援の充実、を目指すこととなっています。 

下野市においては、平成２１年度に「下野市次世代育成支援後期行動計画」を策定し、「子

どもたちが笑顔で心豊かに育つ安心子育てのまちづくり」の基本理念のもと、市民、地域、

行政による子育て環境の整備に取り組んできました。 

「子育て応援 しもつけっ子プラン」は、「下野市次世代育成支援後期行動計画」が期間満

了を迎えるにあたり、国の新たな制度への対応を図るだけでなく、近年の子ども・子育てを

取り巻く環境の変化等を踏まえ、子どもの健やかな育ちと子育てを社会全体で支援する環境

を整備するための指針として平成２７年３月に策定しました。 

今回の報告書は、計画期間の最終年度となる令和元年度実績を基に、点検・評価を行った

ものです。なお、計画の中間年である平成２９年度に計画の一部見直しを行い、本報告書で

も見直し内容を反映したものとしています。 
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Ⅱ 点検・評価について 

１ 基本的考え方 

（１）点検・評価の回数等 

実効性のある取り組みを推進するため、ＰＤＣＡサイクルを活用し、市子ども・子育

て会議において、毎年度１回、前年度分の点検・評価を行います。 

 （２）点検・評価の内容 

点検・評価は、本市の実情と内閣府子ども・子育て支援基本指針を踏まえた内容とし

ます。 

 （３）点検・評価の公表 

点検・評価結果は、市子ども・子育て会議の審議を経た後、ホームページ等で公表し

ます。 

 （４）計画全体の達成状況の把握 

計画最終年度である令和元年度には、計画の達成状況と計画全体の成果を確認し、次

期計画策定の参考とします。 

２ 内容と方法 

（１）個別事業の進捗状況（アウトプット）、実績について点検・評価 

数値により点検・評価すべき事業については数値により点検・評価します。数値では

把握できない事業や数値だけでは把握できない部分については、施策を推進していく過

程を点検・評価します。 

① 確保策を示している事業 

事業ごとの確保策の進捗状況を点検・評価します。計画と実績に乖離がある場合は、

その理由の分析と今後の対応方策を検討します。 

② 量の見込み 

計画の「量の見込み」と実際のニーズとの乖離の状況を点検・評価します。乖離が

ある場合は、その理由の分析と今後の対応方策を検討します。 

③ 質の向上 

質の向上の進捗状況については、計画に記載した内容を実現する方向性で進捗して

いるのかを点検・評価します。 

評価の基準は、次のとおりです。 

点検・評価の基準 

進捗状況 評価基準 

Ａ 計画以上に進んでいる 

Ｂ 計画どおりに進んでいる 

Ｃ 計画より若干遅れている 

Ｄ 計画より大幅に遅れている 
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（２）計画全体の成果（アウトカム）についての点検・評価

平成２５年度に実施した、本計画策定のための子育て支援ニーズ調査と平成３０年度

での実施が想定される次期計画策定のための子育て支援ニーズ調査とを比較することに

より、アウトカムを測定することとします。 

３ 計画の見直し 

本計画の期間は、平成２７年度から令和元年度までの５か年ですが、国や栃木県の行

政施策の動向等、社会経済情勢の変化を見極めながら、必要に応じて計画の見直しを行

うこととしています。 

これにより、点検・評価の結果、量の見込みと実績との大きな乖離や国県補助制度と

の関係などから、平成２９年度に計画を一部見直しました。 

-3-



Ｒ１ 掲載
実績 評価 実績 評価 実績 評価 実績 評価 実績 評価 目標値 ページ

1 利用者支援事業 こども福祉課 実施か所数 1か所 Ｂ 1か所 Ｂ 2か所 Ｂ 2か所 Ｂ 2か所 Ｂ 2か所 9

2 延長保育事業 こども福祉課 実施か所数 10か所 Ｂ 12か所 Ａ 12か所 Ａ 13か所 Ａ 14か所 Ａ 13か所 10

3 放課後児童健全育成事業 こども福祉課 実施か所数 13か所 Ｂ 13か所 Ｂ 13か所 Ｂ 13か所 Ｂ 14か所 Ａ 13か所 11

4 子育て短期支援事業 こども福祉課 実施か所数 4か所 Ｂ 4か所 Ｂ 5か所 Ｂ 5か所 Ｂ 5か所 Ｂ 3か所 12

こども福祉課

健康増進課

6
地域子育て支援拠点事業
　　　　　（子育て支援センター）

こども福祉課 実施か所数 3か所 Ｂ 3か所 Ｂ 3か所 Ｂ 3か所 Ｂ 3か所 Ｂ 3か所 15

7 一時預かり事業 こども福祉課 実施か所数 13か所 Ｂ 14か所 Ｂ 14か所 Ｂ 14か所 Ｂ 16か所 Ｂ 17か所 16

8 病児・病後児保育事業 こども福祉課 実施か所数 5か所 Ｂ 6か所 Ｂ 6か所 Ｂ 3か所 Ｂ 5か所 Ｂ 5か所 18

9 ファミリー・サポート・センター事業 こども福祉課 実施か所数 1か所 Ｂ 1か所 Ｂ 1か所 Ｂ 1か所 Ｂ 1か所 Ｂ 1か所 19

10 乳幼児健診 健康増進課 健診受診率 98.8% Ｂ 98.6% Ｂ 98.9% Ｂ 98.9% Ｂ 98.9% Ｂ 100% 27

11 休日保育事業 こども福祉課 実施か所数 2か所 Ｂ 2か所 Ｂ 2か所 Ｂ 1か所 Ｃ 1か所 Ｃ ２か所 45

12 夜間保育事業 こども福祉課 実施か所数 0か所 Ｃ 0か所 Ｃ 0か所 Ｃ 0か所 Ｃ 0か所 Ｃ 1か所 45

13 乳児保育事業 こども福祉課 実施か所数 13か所 Ｂ 13か所 Ｂ 13か所 Ｂ 13か所 Ｂ 14か所 Ａ 13か所 46

Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１

5 こんにちは赤ちゃん全戸訪問事業 把握率 99.1% Ｂ 99.8% Ｂ

№ 事業名 担当課 指標名
Ｈ27 Ｈ28

100% 1399.8% Ｂ 100.0% Ｂ 100.0% Ｂ

Ⅲ 点検・評価報告 

１ 目標指標一覧 

 本計画では、数値で進捗を管理すべき事業に対し、目標指標を設定しています。目標指標と実績の一覧は以下のとおりです。なお、学校教育・保育事業の指標につ

いては、確保の内容として別に掲載しています。 

目標指標一覧 

-
4
-



学校教育・保育の量の見込み、提供体制の確保の内容及び実施時期 

 ＜ 計画 ＞ 

 提供体制、確保策の考え方 

教育事業においては、今後の量の見込みに対し、提供体制は十分に確保されていますが、

保育事業においては、平成２７年度では若干の不足が生じる見込みです。しかし、平成２８

年度に既存施設が認定こども園に移行することにより、提供体制の不足の解消ができる見込

みです。引き続き、既存施設の認定こども園への移行を支援することにより、提供体制の充

実を図ります。 

 教育・保育事業の一体的提供及び推進に関する体制の確保内容 

平成２８年度にも新たに私立幼稚園２園が認定こども園になる予定です。引き続き、既存

施設の認定こども園への移行を支援することにより、保護者の多様なニーズに対応し、教育・

保育の一体的提供を推進します。 
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■保育事業の量の見込み  

(ア）計画 

全市 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

2 号 3 号 2 号 3 号 2 号 3 号 2 号 3 号 2 号 3 号 

3-5 歳 0 歳 1-2 歳 3-5 歳 0 歳 1-2 歳 3-5 歳 0 歳 1-2 歳 3-5 歳 0 歳 1-2 歳 3-5 歳 0 歳 1-2 歳 

①量の見込 
315 106 286 309 103 292 311 102 287 480 141 348 459 142 360

（必要利用定員総数） 

②
確
保
の
内
容

特定教育・保育施設（認定こども園、保

育所） 
320 102 343 320 114 451 320 114 451 680 120 416 855 148 522

特定地域型保育事業（家庭的保育、小

規模保育 等） 
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

認可外保育施設 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

他市町の利用（+） 14 0 18 14 0 18 14 0 18 11 2 11 11 2 11

他市町からの受け入れ（-） 12 2 24 12 2 24 12 2 24 23 6 20 23 6 23 

②－① 7 ▲ 6 51 13 9 153 11 10 158 188 ▲ 25 59 384 2 150

(イ）実績 

全市 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

2 号 3 号 2 号 3 号 2 号 3 号 2 号 3 号 2 号 3 号 

3-5 歳 0 歳 1-2 歳 3-5 歳 0 歳 1-2 歳 3-5 歳 0 歳 1-2 歳 3-5 歳 0 歳 1-2 歳 3-5 歳 0 歳 1-2 歳 

①実績の量 
339 82 389 340 88 445 377 106 470 340 98 498 892 130 562 

（必要利用定員総数） 

②
確
保
の
内
容

特定教育・保育施設（認定こども園、保

育所） 
316 75 364 320 85 415 327 95 431 265 79 405 899 120 562 

特定地域型保育事業（家庭的保育、小

規模保育 等） 
0 0 0 0 0 0 1 2 0 0

認可外保育施設 0 0 0 0 0 0 10 2 12 9 0 4 9 7 12

他市町の利用（+） 14 3 8 12 2 13 12 4 8 9 2 9 21 5 14

他市町からの受け入れ（-） 9 4 17 8 1 17 28 5 19 7 2 20 37 2 26

(ウ）実績-計画（イ-ア） 

全市 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

2 号 3 号 2 号 3 号 2 号 3 号 2 号 3 号 2 号 3 号 

3-5 歳 0 歳 1-2 歳 3-5 歳 0 歳 1-2 歳 3-5 歳 0 歳 1-2 歳 3-5 歳 0 歳 1-2 歳 3-5 歳 0 歳 1-2 歳 

①量の差 
24 ▲ 24 103 31 ▲ 15 153 66 4 183 ▲ 140 ▲ 43 150 433 ▲ 12 202

（必要利用定員総数） 

②
確
保
の
内
容

特定教育・保育施設（認定こども園、保

育所） 
▲ 4 ▲ 27 21 0 ▲ 29 ▲ 36 7 ▲ 19 ▲ 20 ▲ 415 ▲ 41 ▲ 10 44 ▲ 28 40

特定地域型保育事業（家庭的保育、小

規模保育 等） 
0 0 0 0 0 0  1  2 0 0

認可外保育施設 0 0 0 0 0 0 10 2 12 9 0 4 9 7 12

他市町の利用（+） 0 3 ▲ 10 ▲ 2 2 ▲ 5 ▲ 2 4 ▲ 10 ▲ 2 0 ▲ 2 10 ▲ 1 3

他市町からの受け入れ（-） ▲ 3 2 ▲ 7 ▲ 4 ▲ 1 ▲ 7 16 3 ▲ 5 ▲ 21 ▲ 4 0 14 ▲ 4 3

＜実績＞ 

令和元年 4月 1日時点での公立・私立保育所の利用定員、認定こども園の 2歳以下の利用定員、認可外保育施設・広域事業の利用人数を基に算出しました。

＜点検・評価＞ 

 点検保育事業については量の見込みに対して十分な確保ができており、待機児童は発生しませんでした。保護者の就労意欲の向上など、保育ニーズは増加傾向にありますので、今後も私立保育施設に 3号認定

の定員増を働きかけ、受け入れ人数の確保に努めます。 

 評価 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

-
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■教育事業の量の見込み 

(ア）計画 

全市 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

1 号 2 号 
合計 

1 号 2 号 
合計 

1 号 2 号 
合計 

1 号 2 号 
合計 

1 号 2 号 
合計 

3-5 歳 3-5 歳 3-5 歳 3-5 歳 3-5 歳 3-5 歳 3-5 歳 3-5 歳 3-5 歳 3-5 歳 

①量の見込 
845 449 1,294 829 440 1,269 833 442 1,275 943 176 1,119 902 168 1,070

（必要利用定員総数） 

②
確
保
の
内
容

特定教育・保育施設（認定こども園、幼稚園） 595 255 850 975 465 1,440 975 465 1,440 695 175 870 865 175 1,040

認可を受けない幼稚園 520 210 730 140 140 140 140 350 350 0 0

他市町の利用（+） 79 30 109 79 30 109 79 30 109 100 0 100 100 0 100

他市町からの受け入れ（-） 107 25 132 107 25 132 107 25 132 46 0 46 46 0 46

②－① 242 21 263 258 30 288 254 28 282 156 ▲ 1 155 17 7 24

(イ）実績 

全市 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

1 号 2 号 
合計 

1 号 2 号 
合計 

1 号 2 号 
合計 

1 号 2 号 
合計 

1 号 2 号 
合計 

3-5 歳 3-5 歳 3-5 歳 3-5 歳 3-5 歳 3-5 歳 3-5 歳 3-5 歳 3-5 歳 3-5 歳 

①実績の量 
1,165 459 1,624 1,165 271 1,436 779 605 1,384 1,071 392 1,463 625 162 787 

（必要利用定員総数） 

②
確
保
の
内
容

特定教育・保育施設（認定こども園、幼稚園） 430 240 670 645 271 916 557 347 904 539 319 858 633 158 791

認可を受けない幼稚園 520 210 730 370 150 520 194 246 440 345 345 0 0

他市町の利用（+） 99 1 100 82 0 82 28 12 40 32 6 38 69 4 73

他市町からの受け入れ（-） 116 8 124 84 27 111 56 46 102 41 19 60 77 0 77 

(ウ）実績-計画（イ-ア） 

全市 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

1 号 2 号 
合計 

1 号 2 号 
合計 

1 号 2 号 
合計 

1 号 2 号 
合計 

1 号 2 号 
合計 

3-5 歳 3-5 歳 3-5 歳 3-5 歳 3-5 歳 3-5 歳 3-5 歳 3-5 歳 3-5 歳 3-5 歳 

①実績の量 
320 10 330 336 ▲ 169 167 ▲ 54 163 109 128 216 344 ▲ 277 ▲ 6 ▲ 283

（必要利用定員総数） 

②
確
保
の
内
容

特定教育・保育施設（認定こども園、幼稚園） ▲ 165 ▲ 15 ▲ 180 ▲ 330 ▲ 194 ▲ 524 ▲ 418 ▲ 118 ▲ 536 ▲ 156 144 ▲12 ▲ 232 ▲ 17 ▲ 249 

認可を受けない幼稚園 0 0 0 230 150 380 54 246 300 ▲ 5 ▲ 5 0 0

他市町の利用（+） 20 ▲ 29 ▲ 9 3 ▲ 30 ▲ 27 ▲ 51 ▲ 18 ▲ 69 ▲ 68 6 ▲ 62 ▲ 31 4 ▲ 27

他市町からの受け入れ（-） 9 ▲ 17 ▲ 8 ▲ 23 2 ▲ 21 ▲ 51 21 ▲ 30 ▲ 14 19 14 31 0 31

＜実績＞ 

令和元年 4月 1日時点での認定こども園の 3 歳児以上及び幼稚園全体の利用定員、広域事業の利用人数を基に算出しました。 

＜点検・評価＞ 

 点検 

市内の幼稚園がすべて新制度に移行したことにより、認可を受けない幼稚園の確保量が 0 になりました。また、3 歳児以上については量の見込みに対して十分な確保ができており、待機児童も発生しておりません。

保育ニーズの増加により教育のニーズは減少していくので、保育の量の確保に努めてまいります。 

 評価 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

-
7
-



２ 子ども・子育て支援事業計画【必須記載事項】 

事業及び評価一覧 

事業名 
評価 

頁 
H27 H28 H29 H30 R1 

①利用者支援事業 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 9 

②延長保育事業 Ｂ Ａ Ａ Ｂ Ａ 10 

③放課後児童健全育成事業（放課後児童ク

ラブ） 
Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 11 

④子育て短期支援事業（ショートステイ） Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 12 

⑤乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ち

ゃん事業） 
Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 13 

⑥養育支援訪問事業・子どもを守る地域ネ

ットワーク機能強化事業 
Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 14 

⑦地域子育て支援拠点事業 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 15 

⑧一時預かり事業（預かり保育） Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 16 

⑨病児・病後児保育事業 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 18 

⑩子育て援助活動支援事業（ファミリー・

サポート・センター事業） 
Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ 19 

⑪妊産婦健診事業 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 20 

⑫実費徴収に係る補足給付を行う事業 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 22 

⑬多様な主体が本制度に参入することを促

進するための事業 
Ｃ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 22 
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①利用者支援事業 

＜計画＞ 

 子ども・子育て新制度において新たに位置づけられた事業です。市民が教育・保育施設や地域子

ども・子育て支援事業を円滑に利用することができるよう、利用希望者からの相談に応じて必要な

情報提供やアドバイスを行うとともに、関係機関との連絡調整や情報集約を行います。 

（単位：か所）

平成 平成 平成 平成 令和 

27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 元年度 

①量の見込 1 1 1 2 2

②確保の内容 1 1 1 2 2

②－① 0 0 0 0 0

 提供体制、確保策の考え方 

 子ども・子育て支援に関する相談援助、情報提供等を行うことで、個々の状況にあった施設や事

業を円滑に利用できるよう支援する窓口を１か所設置します。 

＜実績＞ （単位：か所）

平成 平成 平成 平成 令和 

27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 元年度 

①量の見込 1 1 1 2 2

②確保の実績 1 1 2 2 2

②－① 0 0 1 0 0

こども福祉課内に設置した特定型の利用者支援事業窓口と、健康増進課に設置した母子保健型の

子育て世代包括支援センターで実施しました。 

＜点検・評価＞ 

 点検 

こども福祉課に支援を行う窓口を設置し、利用者支援専門員による子育て支援センターや教育・

保育施設への巡回等を行い、より多くの相談に対応しました。 

また、健康増進課内の下野市子育て世代包括支援センターにおいては、保健師・助産師による妊

娠期から子育て期に渡る様々な母子保健に関する相談に対応しました。 

 評価  

平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ
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②延長保育事業 

＜計画＞ 

 保育事業を利用している乳幼児の保護者が、就労時間の延長などにより通常の保育時間（11

時間）を超える保育が必要な場合、保育所での保育時間を延長して乳幼児の預かりを行う事業

です。 

（単位：人）

平成 平成 平成 平成 令和 

27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 元年度 

①量の見込 401 399 397 490 534

②確保の内容 404 404 404 490 534

②－① 3 5 7 0 0

実施か所数 10 10 10 12 13

 提供体制、確保策の考え方 

 延長保育を実施しているのは 10 施設で、今後の量の見込みに対し、提供体制は十分に確保さ

れています。引き続き、利用者のニーズに応えながら、適切な提供体制の確保を図ります。 

＜実績＞ （単位：人）

平成 平成 平成 平成 令和 

27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 元年度 

①量の見込 401 399 397 490 534

②確保の実績 348 538 543 429 649

②－① ▲ 53 139 146 ▲61 115

実施か所数 10 12 12 12 14

＜点検・評価＞ 

 点検 

令和元年度は 14施設において実施しており、実利用者数 649 人でした。 

 評価  

平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 

Ｂ Ａ Ａ Ｂ Ａ
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③放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）

＜計画＞ 

 保護者が労働等により昼間家庭にいない小学生を対象に、児童館や学校の余裕教室、専用施

設で、放課後に適切な遊びや生活の場を提供し、児童の健全育成を図る事業です。 

（単位：人）

平成 平成 平成 平成 令和 

27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 元年度 

①量の見込 772 765 761 800 800

②確保の内容 775 775 808 825 825

②－① 3 10 47 25 25

実施か所数 13 13 13※1 13※2 13

※1 国分寺東小学校区において、国分寺東児童館学童保育室を廃止し、国分寺東小学校学童保

育室を整備 

※2 国分寺駅西児童館を増築・改修し、学童保育室を整備（増築・改修工事による増床） 

 提供体制、確保策の考え方 

 放課後児童健全育成事業は 13 か所の学童保育室で実施しており、すべての小学校区ごとに利

用できる体制です。しかし、学校敷地内または隣接地ではない学童保育室や大規模化している

学童保育室があります。 

 国分寺東小学校学童保育室を整備し、学校敷地内で保育ができる環境を整えます。また、大

規模化している国分寺小学校区内の学童保育室についても整備の推進に努めます。 

 なお、児童が多様な体験・活動ができるよう放課後子ども教室との連携を検討するなど事業

の充実を図るとともに、安心、安全な居場所の確保に努めます。 

＜実績＞ （単位：人）

平成 平成 平成 平成 令和 

27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 元年度 

①量の見込 772 765 761 800 800

②確保の実績 743 761 838 899 983

②－① ▲ 29 ▲ 4 77 99 183

実施か所数 13 13 13 13 14

年間利用者（長期休暇利用者を含む。）の実績です。 

＜点検・評価＞ 

 点検 

令和元年度末に石橋小学校の空き教室を活用した石橋小学校第 3学童保育室を整備しまし

た。 

南河内中学校区義務教育学校の令和 4年度開校に伴い、薬師寺小学校及び吉田東小学校学

童保育室を統合するための基本設計を実施しました。 

 評価  

平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ
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④子育て短期支援事業（ショートステイ） 

＜計画＞ 

 保護者が、疾病、疲労など身体上・精神上・環境上の理由により、児童の養育が困難となっ

た場合に、児童養護施設など保護を適切に行うことができる施設において、原則 7日以内とし

て養育・保護を行う事業です。 

（単位：人日／年）

平成 平成 平成 平成 令和 

27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 元年度 

①量の見込 5 5 5 5 5

②確保の内容 5 5 5 5 5

②－① 0 0 0 0 0

実施か所数 3 3 3 3 3

 提供体制、確保策の考え方 

 平成 27年度より事業を開始しております。対象児童を入所養育することで、子育て家庭の支

援、児童虐待の未然防止に努めます。 

＜実績＞ （単位：人日／年）

平成 平成 平成 平成 令和 

27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 元年度 

①量の見込 5 5 5 5 5

②確保の実績 2 2 4 6 5

②－① ▲ 3 ▲ 3 ▲ 1 1 0

実施か所数 4 4 5 5 5

家庭での養育が一時的に困難になった児童に対して、保護者のニーズに応じてサービスの紹

介と利用を勧めることができました。事業の委託先は、乳児院 2 か所、児童養護施設 3 か所と

なり、合計 5か所です。 

＜点検・評価＞ 

 点検 

今後も、児童の養育が困難になった保護者に寄り添い支援することにより、児童の適切な保

護を行い、子育て家庭の支援及び児童虐待の防止に努めます。 

 評価  

平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ
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⑤乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん事業） 

＜計画＞ 

 生後 4か月までの乳児のいる全ての家庭に、保健師、助産師等が訪問し、子育て支援に関す

る情報提供や養育環境等の把握を行います。 

（単位：人）

平成 平成 平成 平成 令和 

27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 元年度 

①量の見込 493 483 478 471 460

②確保の内容 493 483 478 471 460

②－① 0 0 0 0 0

実施か所数 委託 委託 委託 委託 委託 

実施機関 下野市 下野市 下野市 下野市 下野市 

 提供体制、確保策の考え方 

 今後も対象となる乳児のいるすべての家庭を訪問し、乳児を養育している家庭の孤立化を防

ぐとともに、健全な養育環境の確保を図り、児童虐待を未然に防止していきます。 

＜実績＞ （単位：人）

平成 平成 平成 平成 令和 

27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 元年度 

①量の見込 493 483 478 471 460

②確保の実績 417 476 455 459 412

②－① ▲ 76 ▲ 7 ▲ 23 ▲12 ▲48

実施か所数 委託 委託 委託 委託 委託 

実施機関 下野市 下野市 下野市 下野市 下野市 

＜点検・評価＞ 

 点検 

訪問対象数 412 人に対し、すべて訪問を実施しました。 

 評価  

平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ
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⑥養育支援訪問事業・子どもを守る地域ネットワーク機能強化事業

＜計画＞ 

児童虐待防止や育児不安を抱えているなど、養育支援が特に必要とされる家庭を対象に、ヘ

ルパーや保健師等が訪問し、保護者の育児・家事等の養育能力を向上させるための支援や相談

支援を行います。 

 また、要保護児童対策地域協議会（子どもを守る地域ネットワーク）の機能強化を図るため、

調整機関職員やネットワーク構成員（関係機関）の専門性及び連携の強化等を行います。 

（単位：人日／年）

平成 平成 平成 平成 令和 

27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 元年度 

①量の見込 354 354 354 354 354

②確保の内容 354 354 354 354 354

②－① 0 0 0 0 0

実施か所数 一部委託 一部委託 一部委託 一部委託 一部委託 

実施機関 下野市 下野市 下野市 下野市 下野市 

 提供体制、確保策の考え方 

 対象家庭に対して養育環境の改善を促すために養育支援訪問事業を実施するとともに、子ど

もを守る地域ネットワーク機能の強化により、児童虐待を未然・再発防止に努めます。 

＜実績＞ （単位：人日／年）

平成 平成 平成 平成 令和 

27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 元年度 

①量の見込 354 354 354 354 354

②確保の実績 310 392 301 206 336

②－① ▲ 44 38 ▲ 53 ▲148 ▲18

実施か所数 一部委託 一部委託 一部委託 一部委託 一部委託 

実施機関 下野市 下野市 下野市 下野市 下野市 

保健師、助産師等による訪問を 336 回実施しました。 

＜点検・評価＞ 

 点検 

必要と思われるケースを課内会議にて協議し、プランの見直しを行いながら計画的に進めて

います。今後も要保護児童対策地域協議会の機能強化を図り、地域ネットワーク強化に努めて

いきます。 

 評価  

平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ
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⑦地域子育て支援拠点事業 

＜計画＞ 

 「地域子育て支援拠点（地域子育て支援センター）」において、子育ての相談や情報提供に

応じたり、子育て中の親子の交流、遊び場の提供などを通じて子育てを支援する事業です。 

（単位：人回／月）

平成 平成 平成 平成 令和 

27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 元年度 

①量の見込 2,463 2,476 2,439 1,600 1,650

②確保の内容 2,463 2,476 2,439 1,600 1,650

②－① 0 0 0 0 0

実施か所数 3 3 3 3 3

 提供体制、確保策の考え方 

 地域子育て支援拠点は市内 3か所に開設されており、今後の量の見込みに対し提供体制は確

保されています。引き続き、地域全体で子育て家庭を支えるまちづくりの拠点として、さまざ

まな活動を通じ親子がともに成長する力を引き出しながら、ニーズに応じ事業内容を充実させ

るなど、適切な提供体制の確保を図ります。 

 また、関係職員は各種研修に積極的に参加し、技能の向上や専門知識の習得に努めます。 

＜実績＞ （単位：人回／月）

平成 平成 平成 平成 令和 

27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 元年度 

①量の見込 2,463 2,476 2,439 1,600 1,650

②確保の実績 1,339 1,483 1,585 1,415 1,096

②－① ▲ 1,124 ▲ 900 ▲ 854 ▲185 ▲554

実施か所数 3 3 3 3 3

令和元年度に市内 3か所の支援センターを利用した子どもの保護者数は、つくし 3,156 人、

ゆりかご 4,837 人、みるく 5,169 人、合計 13,162 人で 1か月当たり 1,096 人の利用がありまし

た。 

＜点検・評価＞ 

 点検 

各支援センターともに 1、2歳児の利用が減少傾向にあります。これは早い段階での就園が増

加しているためと考えられます。また、令和 2年 3月の新型コロナウイルス感染症による緊急

事態宣言発出に伴い子育て支援センターつくしが臨時休館となったため、利用者数が大幅に減

少しました。 

 評価  

平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ
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⑧一時預かり事業（預かり保育）

＜計画＞

 保護者が仕事、疾病、用事等の理由により、家庭において保育することが一時的に困難とな

った乳幼児を、主として昼間において幼稚園その他の場所において一時的な預かりを行う事業

です。 

（幼稚園）  （単位：人日／年）

平成 平成 平成 平成 令和 

27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 元年度 

①量の見込 
1 号認定の利用 7,351 7,206 7,251 38,966 27,838

2 号認定の利用 113,378 111,142 111,841 4,467 13,717

②確保の内容 120,729 118,348 119,092 43,433 41,555

②－① 0 0 0 0 0

実施か所数 7 7 7 7 7

（その他）  （単位：人日／年）

平成 平成 平成 平成 令和 

27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 元年度 

①量の見込 4,375 4,344 4,327 5,815 6,752

②確保の内容 4,375 4,344 4,327 5,815 6,752

②－① 0 0 0 0 0

実施か所数 6 6 6 9 10

 提供体制、確保策の考え方 

 一時預かり事業は市内 16 か所で実施しています。今後の量の見込みに対し、提供体制は十分

に確保されているため、引き続き、利用者のニーズに応えながら、適切な提供体制の確保を図

ります。 
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＜実績＞ 

（幼稚園）   （単位：人日／年）

平成 平成 平成 平成 令和 

27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 元年度 

①量の見込 
1 号認定の利用 7,351 7,206 7,251 38,966 27,838

2 号認定の利用 113,378 111,142 111,841 4,467 13,717

②確保の実績 51,899 44,480 52,780 53,553 27,229

②－① ▲ 68,830 ▲ 73,868 ▲ 66,312 10,120 ▲14,326

実施か所数 7 7 7 7 6

（その他）  （単位：人日／年）

平成 平成 平成 平成 令和 

27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 元年度 

①量の見込 4,375 4,344 4,327 5,815 6,752

②確保の実績 
6,129

5,986

5,934

5,839
6,419 8,324 6,064

②－① 1,754 1,590 2,092 2,509 ▲688

実施か所数 6 7 7 9 10

(幼稚園)の実績は一時預かり事業幼稚園型の利用延べ人数、（その他）は一時預かり事業一

般型の利用延べ人数及びファミリー・サポート・センター事業を利用した未就園児の人数です。

※見え消しは、⑩子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業）との計上 

誤りによる訂正 

＜点検・評価＞ 

 点検 

（幼稚園）の量の見込みに 2号認定の利用を含んでいますが、2号認定は一時預かり事業幼

稚園型には含まれず一般型に含まれます。 

受け皿は充足しています。 

 評価  

平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ
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⑨病児・病後児保育事業 

＜計画＞ 

 発熱等の急な病気となった児童（病児）や病気回復期の児童（病後児）が、教育・保育施設

に通えなかったり、保護者による保育ができない場合に、病院・保育所等に付設された専用ス

ペース等において看護師等が一時的に保育を行います。 

（単位：人日／年）

平成 平成 平成 平成 令和 

27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 元年度 

①量の見込 928 921 917 462 557

②確保の内容 928 921 917 462 557

②－① 0 0 0 0 0

実施か所数 5 5 5 3 5

 提供体制、確保策の考え方 

 病児・病後児保育事業は市内 5か所で実施しており、今後の量の見込みに対し、提供体制は

十分に確保されています。引き続き、利用者のニーズに応えながら、適切な提供体制の確保を

図ります。 

 平成 29年度の中間見直しに伴い、平成 30 年度から体調不良児対応型を除き、病児保育と病

後児保育のみを対象としたため、計画の表中の量の見込みと実施か所数の数値が減っておりま

す。 

＜実績＞  （単位：人日／年）

平成 平成 平成 平成 令和 

27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 元年度 

①量の見込 928 921 917 462 557

②確保の実績 724 1,072 958 423 601

②－① ▲ 204 151 41 ▲ 39 44

実施か所数 5 6 6 3 5

令和元年度利用実績は、病児対応型 1か所 124 人、病後児対応型 4か所 477 人でした。 

＜点検・評価＞ 

 点検 

受け皿は十分確保されており、計画どおり進んでいます。 

 評価  

平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ
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⑩子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業）

＜計画＞ 

 児童の預かり、送迎時の支援等を受けることを希望する方（依頼会員）と、支援を行うこと

を希望する方（提供会員）との相互援助活動に関する連絡・調整を行います。 

（単位：人日／年）

平成 平成 平成 平成 令和 

27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 元年度 

①量の見込 1,664 1,664 1,664 2,200 2,200

②確保の内容 1,664 1,664 1,664 2,200 2,200

②－① 0 0 0 0 0

実施か所数 1 1 1 1 1

 提供体制、確保策の考え方 

市直営のファミリー・サポート・センターでは、アドバイザーを配置し相互援助活動の調整

や相談にあたっています。 

 今後も、仕事と育児の両立を推進するために就労しやすい環境がつくられるよう、地域全体

で子育て家庭を支援する体制を確保するとともに、提供会員の確保策及びセンター機能の充実

について検討していきます。 

＜実績＞ （単位：人日／年）

平成 平成 平成 平成 令和 

27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 元年度 

①量の見込 1,664 1,664 1,664 2,200 2,200

②確保の実績 
1,228

1,371

1,895

1,990
2,323 1,700 3,208

②－① ▲ 436 231 659 ▲500 1,008

実施か所数 1 1 1 1 1

令和元年度の活動総実績です。主な活動は「子どもの習い事等の場合の援助」1,227 件、「学

校への迎え」572 件、「学校への送り」444 件などです。 

※見え消しは、⑧一時預かり事業（預かり保育）との計上誤りによる訂正 

＜点検・評価＞ 

 点検 

令和元年度は前年度と比較して約 90％近い増加となりましたが、すべての依頼を受けること

ができました。 

 評価  

平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ
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⑪妊産婦健診事業

＜計画＞ 

 妊娠している方に対して妊婦健康診査、出産後の方に対して産後 1か月健康診査を行います。

（単位：人）

平成 平成 平成 平成 令和 

27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 元年度 

①量の見込 493 483 478 511 513

②確保の内容 493 483 478 511 513

②－① 0 0 0 0 0

実施場所 県内医療機関等 

実施体制 委託 委託 委託 委託 委託 

検査項目 

問診及び診察、梅毒血清反応検査、ＨＩＶ検査、風疹ウイルス抗体価検査、

血液検査(血色素検査、抗 Rh 因子検査及び血小板検査。ただし、血色素検査

以外の検査は必要に応じて行う。)、血圧測定、尿化学検査(試験紙等による

半定量検査)、腹部超音波検査、Ｂ型肝炎抗原検査、Ｃ型肝炎抗体検査、子

宮頸がん検査、ヒトＴ細胞白血病ウイルス―１型抗体検査、クラミジア抗原

検査、その他の検査 

 提供体制、確保策の考え方 

 国が示す妊婦健診の実施基準に基づき、最大 14 回の公費助成を実施し、妊婦の健康管理の向

上に努めます。 

＜実績＞  （単位：人）

平成 平成 平成 平成 令和

27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 元年度 

①量の見込 493 483 478 511 513 

②確保の実績 

妊婦健康診査実人員 

産婦健康診査実人員 

832

未実施

741

未実施

728

389

706

443

678

671

(産後 2週間・

産後 1か月)

②－① ▲ 15 ▲ 20 38 ▲32 ▲165

実施場所 県内医療機関等 

実施体制 委託 委託 委託 委託 委託 

検査項目 

問診及び診察、梅毒血清反応検査、ＨＩＶ検査、風疹ウイルス抗体価検査、

血液検査(血色素検査、抗 Rh 因子検査及び血小板検査。ただし、血色素検査

以外の検査は必要に応じて行う。)、血圧測定、尿化学検査(試験紙等による

半定量検査)、腹部超音波検査、Ｂ型肝炎抗原検査、Ｃ型肝炎抗体検査、子

宮頸がん検査、ヒトＴ細胞白血病ウイルス―１型抗体検査、クラミジア抗原

検査、その他の検査 
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・妊婦健康診査 

妊娠届出者数：395 人（前年比 33人減） 

妊婦健康診査受診実人数：678 人（前年度比 39人減） 

受診延人数：5,455 人（前年度比 28 人減） 

平成 30 年度より、妊娠届出数が減少したため、妊婦健康診査受診実人員も減少しました。

1人に対し 14 回の受診券を発行しました。 

・産後 2週間健康診査（令和元年度開始） 

 産後 2週間健康診査受診者数：280 人 

・産後 1か月健康診査 

産後 1か月健康診査受診者数：391 人（前年度比 52 人減） 

平成 29 年度に産後うつの予防や新生児の虐待予防等を図るため、産後 1か月健康診査の助

成、令和元年度には産後 2週間健康診査の助成を開始しました。健診項目としては、身体の

状況（問診及び診察、血圧測定、尿化学検査）と産後うつ自己評価（EPDS）です。1人に対し

て 2回の受診券を発行しました。 

・新生児聴覚検査 

  新生児聴覚検査受診者数：383 人 

  平成 30 年度より、聴覚障害の早期発見・早期治療を図るため、新生児聴覚検査の助成を開

始しました。検査方法は、自動ＡＢＲ又はＯＡＥです。1人に対して 1回の受診券を発行しま

した。 

＜点検・評価＞

 点検

平成 29 年度より、妊娠届出数が減少している。参考値として、令和元年度の妊婦健康診査平

均受診数は、一人当たり 12.2 回でした。県の平成 30 年度平均受診回数は、12.3 回であること

から、当市の妊婦健康診査の平均受診回数は、県と同様と考えられます。厚生労働省から示さ

れている公費負担の望ましい健診回数は 14 回となっているため、今後も 14 回の受診券の交付

を継続していく必要があります。 

 評価   

平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ
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⑫実費徴収に係る補足給付を行う事業 

世帯の所得状況等を勘案して市が定める基準に該当する場合、特定教育・保育等を受けた

際に、日用品、文房具その他の教育・保育に必要な物品の購入費用や行事参加費用に対し、

必要に応じ助成を行います。 

＜実績＞ 

 令和元年度は給付基準に該当する児童６人に教材費・給食費を助成しました。また、10月

から開始した無償化制度により、新制度未移行幼稚園に通園している児童延べ 46 人に副食費

4,500 円を上限に減免しました。 

＜点検・評価＞ 

 点検 

生活保護世帯の負担軽減のため教育・保育施設との連携を図りながら、取り組みを継続し

ていく必要があります。 

 評価  

平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇

⑬多様な主体が本制度に参入することを促進するための事業  

特定教育・保育施設等への民間事業者の参入の促進に関する調査研究その他多様な事業者

の能力を活用した特定教育・保育施設等の設置又は運営を促進するための事業を必要に応じ

て実施します。 

＜実績＞ 

本事業は幼稚園型認定こども園や新規参入の施設（地方裁量型認定こども園等）に入所し

ている特別な支援が必要な児童について、加配職員を配置して対応を行った施設に対し補助

を行うものです。 

現在、この事業に該当する市内の施設はありません。 

＜点検・評価＞

 点検 

特別な支援が必要な児童の預かりに対し、本事業、県での私学助成、市の補助事業を実

施しており、全園・全年齢いずれかの助成ができるようにしております。 

 評価  

平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 

Ｃ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ
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３ 基本施策の展開【任意記載事項】

基本施策の展開の体系及び評価一覧 

節 項 事業 事業名 評価 頁 

１

子どもを

健やかに

産み育て

る環境整

備 

1 妊娠・出産への支援 

1 妊婦健康診査（母子健康手帳および妊婦健康診査受診券の交付） Ｂ 24 

2 両親学級（フレッシュママ・パパ教室） Ｂ 24 

3 妊娠サポート事業の充実 Ｂ 25 

4 産後の母子支援の充実 Ｂ 26 

2 
子どもや母親の健

康の確保 

1 乳幼児健診 Ａ 27 

2 予防接種への助成 Ａ 28 

3 食育学習機会 Ｂ 28 

4 かかりつけ医制度の推進 Ｂ 29 

5 初期対応のための「家庭の医学」の推進 Ｂ 30 

6 小児救急医療 Ｂ 30 

3 
育児不安の軽減と

虐待防止への支援 

1 こんにちは赤ちゃん全戸訪問事業 Ｂ 31 

2 養育支援家庭訪問事業 Ｂ 31 

3 相談体制の充実 Ｂ 32 

4 要保護児童対策地域協議会（子どもを守る地域ネットワーク） Ｂ 32 

２

心身とも

に健やか

な子ども

の育ちを

支える取

り組みの

推進 

1 
思春期の心身の健

康づくり 

1 思春期相談・教育の充実 Ｂ 34 

2 中・高生の乳幼児ふれあい体験 Ｂ 34 

2 

豊かな子どもをは

ぐくむ地域力の向

上 

1 学校・家庭・地域・行政の連携及び協働 Ｂ 36 

2 放課後子ども教室 Ｂ 37 

3 地域の人材を活用した教育の取り組み Ｂ 39 

4 世代間交流の推進 Ｂ 41 

5 子どもが安心して集える安全な居場所づくり Ｂ 41 

3 親育ちへの支援 
1 両親学級（フレッシュママ・パパ教室） Ｂ 43 

2 父親の育児参加促進 Ｂ 43 

３

すべての

子育て家

庭を応援

する体制

の充実 

1 
教育・保育及び子育

て支援事業の充実 

1 休日保育事業 Ｃ 45 

2 夜間保育事業 Ｃ 45 

3 乳児保育事業 Ａ 46 

4 （削除） － － 

5 保育所事業評価の実施 Ｃ 47 

6 こども医療費助成事業 Ｂ 47 

7 育児ママ・パパリフレッシュ事業 Ｂ 48 

8 市内の公立保育園の民営化 Ｂ 48 

9 放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ） Ｂ 49 

2 

子育てに関する情

報・相談・交流の充

実 

1 子育てに関する情報の発信 Ｂ 50 

2 身近な子育て相談体制の充実 Ｂ 50 

3 育児相談事業 Ｂ 51 

4 利用者支援事業 Ｂ 51 

5 幼稚園における地域開放の実施 Ｂ 52 

6 地域子育て支援拠点事業（子育て支援センター） Ｂ 53 

7 児童館事業 Ｂ 53 

8 石橋児童館整備事業 Ｂ 54 

3 
ワーク・ライフ・バラ

ンスの実現に向けた支援
1 ワーク・ライフ・バランスの実現に向けた各方面への啓発 Ｂ 55 

4 

社会的養護を必要

とする家庭への支

援 

①-1 ひとり親家庭に対する相談体制の充実 Ｂ 56 

①-2 母子家庭等対策総合支援事業 Ｂ 56 

②-1 幼稚園における特別支援教育の充実 Ｂ 57 

②-2 障がい児保育事業 Ｂ 57 

②-3 
放課後児童クラブにおける特別な支援を必要とする

児童の受入推進 
Ｂ 58 

②-4 障がい児への支援 Ｂ 58 

②-5 相談体制の充実 Ｂ 59 
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第１節 子どもを健やかに産み育てる環境整備 

（１）妊娠・出産への支援 

妊娠や出産における不安や悩みを軽減し、出産後も親子が健康に、のびのびと育児を楽し

めるよう、健診等の機会を活用した相談・指導の機会や場の確保を図ります。また、不妊に

関する悩み等の相談支援や経済的負担の軽減を行います。 

＜計画＞ 

事業名 １．妊婦健康診査（母子健康手帳および妊婦健康診査受診券の交付） 

担当課 健康増進課 

事業内容 《計画》第４章 子ども・子育て支援事業計画【必須記載事項】を参照 

＜実績＞ 

妊娠届出時、1 人に対し 14 回分の妊婦健康診査受診券と産後 2 週間（令和元年度開始）、

１か月健康診査受診券、新生児聴覚検査受診券を交付しています。 

・妊娠届出者数：395人 

・妊婦健康診査受診実人数：678 人（受診延人数：4,802 人） 

・産後 2週間健康診査受診者数：280 人 

・産後 1か月健康診査受診者数：391 人 

・新生児聴覚検査受診者数：383 人

＜点検・評価＞ 

 点検 

令和元年度から産後 2 週間健康診査の助成を開始したことにより、病院と市で出産後早期

から手厚い支援を行うことができ連携する機会も増えました。 

参考値として、令和元年度の妊婦健康診査平均受診数は、一人当たり 12.2 回でした。 

県の平成 30 年度平均受診回数は、12.3 回であることから、当市の妊婦健康診査の平均受診

回数は、県と同様と考えられます。 

 評価  

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇

＜計画＞ 

事業名 ２．両親学級（フレッシュママ・パパ教室） 

担当課 健康増進課 

事業内容 

◇妊婦とその家族が、妊娠・出産・育児などに関する情報に接することがで

きるようにするとともに、妊婦間で仲間づくりができるよう、内容を工夫

し両親学級（フレッシュママ・パパ教室）を開催します。 

＜実績＞ 

両親学級を年 7回実施し、母親 117 人、父親 67 人、祖母 2人が参加しました。 

平成 30 年度に両親学級の内容を見直し、産後の生活についてイメージしやすくしました。 

事後アンケートから保育施設等の情報が知りたいとの要望が多いことから、利用者支援専

門員による保育施設の情報提供と相談の場を設定しました。
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＜点検・評価＞ 

 点検 

今後も妊娠期から産後の生活、育児についての情報の場及び切れ目のない支援に努めてい

きます。 

 評価  

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇ 

＜計画＞ 

事業名 ３．妊娠サポート事業の充実 

担当課 健康増進課 

事業内容 

◇不妊に関する医学的な相談や不妊による心の悩みに対しては、「栃木県不

妊専門相談センター」を紹介するなど、多岐にわたる相談支援に努めます。

◇不妊治療については、経済的負担が大きいことから、特定不妊治療（体外

受精及び顕微受精）費及び人工授精治療費の一部を助成します。 

◇不育症治療については、治療効果は高いものの、医療保険が適応されず治

療費が高額であるため経済的負担が大きいことから、保険適応外の治療費

の一部を助成します。 

◇先天性風しん症候群予防対策の一環として、妊娠を希望する夫婦及び妊婦

の夫の風しん予防接種費用の一部を助成します。 

＜実績＞ 

令和元年度の実績は次のとおりです。 

・人工授精助成件数：28 件（前年比 15 件減） 

・特定不妊治療助成件数：93 件（前年比 17 件増） 

・不育症治療費助成件数：1件（前年比 1件増） 

・先天性風しん症候群予防接種助成件数：97 件（前年比 58 件減） 

＜点検・評価＞ 

 点検 

令和元年度の助成状況は、前年度と比較すると人工授精助成件数は減少し、特定不妊治療

助成件数は増加しました。 

 評価  

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ
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＜計画＞ 

事業名 ４．産後の母子支援の充実 

担当課 健康増進課 

事業内容 

◇核家族化や地域のつながりの希薄化等により、地域において妊産婦やその

家族を支える力が弱くなってきているため、産院を退院した直後における

健康面の悩みや不安などに対する支援が求められています。 

◇状況を把握し今後の支援のあり方を検討するなど、「妊娠から出産、子育

て期までの切れ目ない支援体制」のさらなる充実に努めます。 

＜実績＞ 

・こんにちは赤ちゃん会議：12回実施 

 ・特定妊婦：9人 

 ・要支援妊婦：144人 

 ・プラン策定：446件 ※特定妊婦については、要保護児童対策地域協議会で進行管理

＜点検・評価＞ 

 点検 

 従来の支援プランの作成は、特定妊婦及び要支援家庭のハイリスク者のみのため、令和元

年度は全妊婦に支援プランを作成しました。 

 評価  

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ
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（２）子どもや母親の健康の確保 

健診や予防接種などは、子どもの成長、発達を確認する場として重要な機会であることを

周知し、受診勧奨や受診しやすい環境づくりを行うとともに、生涯を通じた健康を確保する

ため、母子の健康管理を促進します。また、関係機関との連携のもと、小児医療体制の整備

を図るとともに、身近な健康等の相談先として「かかりつけ医」制度を推進します。 

＜計画＞ 

事業名 １．乳幼児健診 

担当課 健康増進課 

事業内容 

◇疾病や異常の早期発見と、子どもの発育・発達支援のため、乳幼児の各種

健康診断を実施するとともに、育児・栄養・歯科等の相談の場として活用

します。また、個別通知や市の広報誌、ホームページを通して受診の向上

に努めます。 

指標 指標名 健診受診率 令和元年度 100％ 

＜実績＞ 

令和元年度乳幼児健診受診率   98.9％ 

 （内訳） 

 ・4 か月児健康診査受診率    99.7％ 

 ・9 か月児健康診査受診率    98.8％ 

 ・1 歳 6 か月児健康診査受診率  98.7％ 

 ・3 歳児健康診査受診率     98.2％ 

臨床心理士による乳幼児健診の個別相談件数：116 件 

 未受診者に対しては、保健師の家庭訪問等で状況を確認しており、把握率は 100％です。 

各健診において、問診票の虐待項目に基づき保健師等が聞き取りを行い、保護者と乳幼児

の状況から必要に応じて臨床心理士による個別相談へ繋ぎ、保護者の悩みに寄り添う支援を

行っています。 

＜点検・評価＞ 

 点検 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止策として、3 月の健康診査は延期の措置を図り

ました。そのため、電話等で相談が受けられるよう通知やホームページ等で周知しました。 

今後も健診未受診者の全員把握と児童虐待の発生予防・早期発見に努め、必要時、こども

福祉課との赤ちゃん会議の場で情報共有し連携を図っています。 

 評価  

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ
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＜計画＞ 

事業名 ２．予防接種への助成 

担当課 健康増進課 

事業内容 

◇疾病の動向や疾病に対する治療法の有無、ワクチンの有効性及び副反応の

状況を把握しながら、専門家の意見を踏まえ、任意予防接種の助成につい

ても検討していきます。 

＜実績＞ 

令和元年度には年長児を対象におたふくかぜワクチン第 2 期任意予防接種費用の助成を開

始し、助成件数は 364件でした。 

そのほか、平成 30 年度より開始した骨髄移植手術等により接種した定期予防接種の予防効

果が期待できないと医師に判断され、任意で再度の予防接種を受ける費用の助成を行う「特

別の理由による任意予防接種」は令和元年度に 6件の実績がありました。 

＜点検・評価＞ 

 点検 

引続き予防接種の必要性について、周知啓発してまいります 

 評価  

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ

◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇

＜計画＞ 

事業名 ３．食育学習機会 

担当課 健康増進課／学校教育課 

事業内容 

◇関係機関と連携し、食事バランスガイドを使って乳幼児期から思春期まで

の発達段階に応じた食育教室を開催し、朝食の大切さ、バランスの良い食

事などの正しい食習慣の定着を図ります。 

＜実績＞ 

（健康増進課） 

今年度、食育講話の依頼のあった施設において事前に講話内容について打ち合わせを実施

してきましたが、新型コロナウイルス感染拡大のため、事業が中止となりました。 

（学校教育課） 

夏季休業を利用し、市内小・中学校「朝食簡単料理レシピ」の募集を実施しました。各校

から選出された優秀作品を「食育だより」、「けやきネット」にて紹介し、給食の献立にも取

り入れています。 

＜点検・評価＞ 

 点検 

（健康増進課） 

各施設の栄養士等による食育を取り入れた活動が独自で実施できるようになったことから、

各施設と連携を図り、必要に応じて食育教室の相談や物品、資料の提供等の協力をするなど

指導方法の見直しを図りました。 
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次年度からは対象を地域に拡大して健康教育での食育活動を実施していく予定です。 

（学校教育課） 

今後も本事業を継続し家庭への啓発を図ると共に、朝食アンケートを実施し、市内小・中

学生の朝食の摂取状況を確認していきます。望ましい食生活が確立されるよう、各学校での

食に関する指導の充実を図ってまいります。 

 評価  

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇

＜計画＞ 

事業名 ４．かかりつけ医制度の推進  

担当課 健康増進課 

事業内容 

◇病気になった際の初期の医療や日ごろの健康に不安を感じた時に相談で

きる身近な診療所（クリニック）を持つことを推奨します。 

◇小山医療圏救急医療情報のリーフレット内に、「かかりつけ医をもちまし

ょう」の記事を掲載し、啓発に努めます。 

＜実績＞ 

・かかりつけ医を持っている人の割合（乳幼児健康診査の問診項目データより） 

 4 か月健康診査：74.9％（前年度比 6.7％減） 

 9 か月健康診査：92.2％（前年度比 0.3％減）  

 3 歳児健康診査：91.1％（前年度比 3.1％増） 

   歯科医師は 34.0％（前年度比 2.7％増） 

かかりつけ医や適性受診、こども救急電話相談、こども救急医療の情報について、①妊娠

届出時に配布している「安心子育てハンドブック」、②9か月児健診時に配布している「こど

も救急ガイドブック」、③市内全保育園、幼稚園、小中学校の保護者に配布している「小山医

療圏救急医療情報」のリーフレット、③市広報誌及びホームページへの掲載により積極的な

啓発を行いました。 

＜点検・評価＞ 

 点検 

3歳児でかかりつけ歯科医師を持つ人の割合は、健康しもつけ21プランにおいて目標値（令

和 4年度）は 40％となっていますが目標達成に至りませんでした。 

 評価  

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ
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＜計画＞ 

事業名 ５．初期対応のための「家庭の医学」の推進 

担当課 健康増進課 

事業内容 

◇乳幼児健診時に「救急ガイドブック」、「事故防止ガイドブック」等の資料

を配布するなど、不慮の事故防止対策を含めた普及・啓発を行います。 

◇特に、過去に事故やけがの経験のある方については、個別の相談指導を行

います。 

＜実績＞ 

9 か月健診時に「こども救急ガイドブック」「事故防止ガイドブック」等の資料を配布する

とともに、不慮の事故防止の啓発を行いました。 

また、家庭での事故等により医療機関を受診した児については、医療機関からの提供によ

り保健師が家庭訪問を行い、育児環境等の整備について助言・指導を実施しています。 

＜点検・評価＞ 

 点検 

今後も継続して普及・啓発を行っていきます。 

 評価  

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇

＜計画＞ 

事業名 ６．小児救急医療 

担当課 健康増進課 

事業内容 

◇子どもが地域において、いつでも安心して医療サービスを受けられるよ

う、休日・夜間における小児救急患者の受け入れなど、小児救急医療体制

の整備充実を図ります。 

◇夜間の小児患者に対する電話相談（とちぎ子ども救急電話相談）を周知す

るとともに、健診の機会などに小児救急医療の適正な受診について啓発し

ます。 

＜実績＞ 

「かかりつけ医を持ちましょう」「電話相談窓口」「夜間・休日診療所」などの情報につい

て①妊娠届出時に配布している「しもつけっ子安心子育てハンドブック」、②市内全保育園、

幼稚園、小中学校の保護者に配布している「小山医療圏救急医療情報」のリーフレット、③

市広報紙及び市ホームページへの掲載により啓発を実施し、保護者が安心した生活が送れる

ように周知しました。 

＜点検・評価＞ 

 点検 

引き続き、普及啓発に努めてまいります。 

 評価  

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ
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（３）育児不安の軽減と虐待防止への支援 

子どもへの虐待を未然に防止するため、相談や訪問等を通じ、保護者の育児に対する不安

解消に努めるとともに、支援を必要とする家庭には、早期発見・対応により、各種関係機関

と連携しながら、適切な支援・フォローが行える体制のさらなる強化を推進します。 

＜計画＞ 

事業名 １．こんにちは赤ちゃん全戸訪問事業 

担当課 こども福祉課／健康増進課 

事業内容 《計画》第４章 子ども・子育て支援事業計画【必須記載事項】を参照 

指標 指標名 把握率 令和元年度 100％ 

＜実績＞ 

 令和元年度訪問結果把握率 100％ 

生後 4 か月までの児をもつ家庭に助産師が訪問しています。訪問結果をもとに、月に 1回

子育て世代包括支援センターがケースカンファレンスを開催し、健康増進課保健師・助産師・

臨床心理士、こども福祉課保健師・養育支援専門員により支援方針を検討しています。支援

が必要な母子に対しては、助産師や保健師、臨床心理士など多職種による再訪問を行いまし

た。 

＜点検・評価＞ 

 点検 

今後も全数の児の把握に努めます。 

 評価  

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇

＜計画＞ 

事業名 ２．養育支援家庭訪問事業 

担当課 こども福祉課 

事業内容 《計画》第４章 子ども・子育て支援事業計画【必須記載事項】を参照 

＜実績＞ 

令和元年度の実績は、延べ 336 回の養育支援家庭訪問事業を実施しました。 

＜点検・評価＞ 

 点検 

養育支援家庭訪問事業については、支援が必要と思われるケースを課内会議で協議し、支

援計画の見直しを行いながら計画的に進めています。 

要保護児童対策地域協議会にて関係機関と連携を図りながら、事業実施に努めてまいりま

す。 

 評価  

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ
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＜計画＞ 

事業名 ３．相談体制の充実 

担当課 こども福祉課／健康増進課 

事業内容 

◇幼稚園、保育園、学校、児童相談所等の関係機関と連携を密にし、児童虐

待を含め子どもと家庭に関する相談に対応します。 

◇専門的技術を習得した職員を配置し、相談体制のさらなる充実、気軽に相

談しやすい環境づくりに努めます。 

＜実績＞ 

こども福祉課では、保健師や家庭相談員、母子父子自立支援員兼婦人相談員を中心に子ど

もと家庭に関する相談に応じています。要保護児童については、在籍している幼稚園、保育

園、学校との情報交換を行い、処遇困難のケースについては、児童相談所と連携を図りなが

ら対応しました。 

相談については、相談者の希望に合わせて、電話だけでなく、家庭訪問や面接など多様な

形態をとり、相談者のニーズにあった支援を行っています。 

また、健康増進課においても、幼稚園・保育園・学校等からの相談についても関係機関へ

出向き乳幼児及び児童の状況を確認しながら適切な支援に繋がるよう関係機関と連携してい

ます。 

＜点検・評価＞ 

 点検 

支援方法も対象者の希望に合わせて、電話、窓口、訪問、面接と多様な形態をとり、計画

どおり進んでいます。 

 評価  

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇

＜計画＞ 

事業名 ４．要保護児童対策地域協議会（子どもを守る地域ネットワーク） 

担当課 こども福祉課 

事業内容 《計画》第４章 子ども・子育て支援事業計画【必須記載事項】を参照 

＜実績＞ 

代表者会議を 2回、実務者会議全体会を 1 回、実務者会議進行管理部会を 4 回、受理会議

を 55 回、個別ケース検討会議を 34 回実施しました。 

また、児童家庭相談の対応状況報告や要保護児童の進行管理を実施し、地域ネットワーク

の強化を図りました。 

児童虐待防止活動の一環としてオレンジリボンキャンペーン事業を展開し、講演会の実施

や啓発活動を実施しました。 

＜点検・評価＞ 

 点検 

計画どおり進んでいます。今後も要保護児童対策地域協議会の機能強化を図り、地域ネッ

トワーク強化に努めていきます。 
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 評価  

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ
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第２節 心身ともに健やかな子どもの育ちを支える取り組みの推進 

（１）思春期の心身の健康づくり 

子どもたち一人ひとりが自分を大切に思い、人を大切に思う心を育み、また、自分がかけ

がえのない存在であることを実感するなど、次代の親としての成長を支援する取り組みの推

進を図ります。 

＜計画＞ 

事業名 １．思春期相談・教育の充実 

担当課 健康増進課／学校教育課 

事業内容 

◇児童生徒の命を大切に思う気持ちを醸成するとともに、思春期における正

しい性知識の普及や性感染症の予防学習を進めるため、関係機関が連携し

小中学校で思春期講座（出前授業）を開催します。 

◇思春期に関する健康相談に対応します。 

＜実績＞ 

市内の小中学校全 15 校（内 2校は小規模校のため隔年で実施）に対し、思春期講座を実施

しました。また、国分寺特別支援学校高等部の思春期講座も県南健康福祉センターや小山市

と協力し実施しました。 

また、市内小学校 11 校の 2年生に対し、市内民間団体の協力のもと、いのちの教育事業を

実施し、保護者の方にも参加していただきました。児童たちは、親子で産道体験や新生児モ

デルの抱っこ体験を通して、いのちの誕生やいのちの大切さを学びました。 

＜点検・評価＞ 

 点検 

（健康増進課） 

 両課の事業内容の重複する部分があるため、学校教育課と協議する場を設けましたが、方

向性を検討するまでには至りませんでした。 

 評価  

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇

＜計画＞ 

事 業 名 ２．中・高生の乳幼児ふれあい体験 

担 当 課 こども福祉課／学校教育課 

事業内容 

◇公立、私立の 3保育園で中学生または高校生の体験学習を実施し、中・高

生と赤ちゃんとの「交流」を通じて、中・高生の健全な育成を図るともに、

将来結婚し家庭を持ち、子育てに関わった時の育児不安や虐待防止につな

げます。 

◇中学生の乳幼児ふれあい体験ができるよう学校へ参加を促します。 

＜実績＞ 

令和元年度は、職場体験学習として高校生 81 名が参加しました。また、中学生においては、

家庭科の授業において乳児ふれあい模擬体験などの保育実習（452 名）を実施しました。 
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＜点検・評価＞ 

 点検 

赤ちゃんや乳幼児とふれあい、関わることは、中・高生の他者に関する関心、共感能力を

高め、赤ちゃん・乳幼児に対する愛着の感情を醸成することができます。 

また中・高生と赤ちゃん・乳幼児との「交流」を通じて、実際に肌で感じてもらうことに

より、中・高生の健全な育成を図ることができるとともに、将来結婚し家庭を持ち、子育て

に関わった時の貴重な予備体験となり、育児不安や虐待防止につなげることができます。 

今後も中学生の乳幼児ふれあい体験ができるよう学校へ参加を促します。 

 評価  

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ
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（２）豊かな子どもをはぐくむ地域力の向上 

学校・家庭・地域・行政をはじめ、地域の多様な主体が連携し、交流や体験活動の機会を

積極的に提供するなど、地域全体で子どもを育成する環境をつくります。 

＜計画＞ 

事業名 １．学校・家庭・地域・行政の連携及び協働 

担当課 学校教育課／生涯学習文化課 

事業内容 

◇ふれあい学習の推進により、学校・家庭・地域・行政が一体となって子ど

もの学習環境の整備・健全育成に取り組むとともに、次世代を担う青少年

の社会参画を推進する取り組みを実施します。 

◇開かれた学校づくりをさらに推進するために、学校運営に関する積極的な

情報提供を行います。 

◇市民の長年の経験や技術・知識など、これまでの生涯学習の成果を学校の

教育活動に活かすため「学校支援ボランティア」の活用を推進します。 

＜実績＞ 

令和元年度第 1回ふれあい学習推進会議を 9月 27 日（金）、第 2回会議を 2月 26 日（水）

に開催し、各学校における地域との連携した取り組み（授業の支援や学校環境の整備など）

についての報告や検討を実施しました。 

 また、子どもたちの生きる力の資質や能力を身に着けていく基礎をつくるためには、全て

の保護者が適切な家庭教育を受けることが必要となることから、学校との連携による家庭教

育学級を各中学校区で開催しています。 

家庭教育学級 

開催月日 会 場 内  容 参加人数 

6月 13 日 

(火)

石橋 

小学校 

演題「英語教育の今後について」 

講師 下野市学校教育課 稲葉亜希恵 氏

35 名 

(石橋中学校区)

7月 2日 

(火) 

南河内 

中学校 

演題「つながり」 

講師 元宇都宮大学教授 廣瀬 隆人 氏

80 名 

(南河内中学校区)

7月 3日 

(水） 

石橋北 

小学校 

スマホ・ケータイ安全教室 

講師 NTT docomo

30 名 

(石橋中学校区)

7月 4日 

(木) 

国分寺 

中学校 

ネット時代の歩き方講習会 

講師 合同会社ロジカルキット代表 下田 太一 氏

10 名 

(国分寺中学校区)

7月 17 日 

(水) 

薬師寺 

小学校 

演題「今、育てたい力」 

講師 スクールカウンセラー 人見 薫 氏

93 名 

(南河内中学校区)

9月 24 日 

(火) 

細谷 

小学校 

演題「子どもを知り、子どもに寄り添う家庭教育」 

講師 石橋公民館社会教育指導員 齋藤 正明 氏 

12 

(石橋中学校区)

10 月 4日 

(金) 

南河内第

二中学校 

演題「がん細胞を追って」 

講師 公益財団法人がん研究会 がん研究所実験病理部 

   部長 広田 亨 氏

16 名 

(南河内第二中学校区) 

10 月 16 日 

(水） 

国分寺 

小学校 

演題「小学生の食と健康について」 

講師 国分寺中学校 栄養教師 宍戸 恵美 氏

80 名 

(国分寺中学校区)

11 月 20 日 

(水) 

国分寺東 

小学校 

ネット時代の歩き方講習会 

講師 合同会社ロジカルキット代表 下田 太一 氏 

36 名 

(国分寺中学校区)

12 月 4日 

(水) 

吉田東 

小学校 

演題「学力向上に向けて」 

講師 下野市学校教育課 土田 礼巴 氏 

27 名 

(南河内中学校区)

12 月 4日 

(水) 

石橋北 

小学校 

演題「子どもとの関わり方を考えよう」 

講師 下野市家庭教育支援チームひばり 

  下都賀教育事務所ふれあい学習課 神山 陽子 氏 

28 名 

(石橋中学校区)
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12 月 4日 

(水) 

国分寺 

小学校 

演題「子どもの生きる力を育む親子コミュニケーション」 

講師 マザーズコーチングスクール認定講師 

   シニアマザーズティーチャー 高橋 美香 氏

36 名 

(国分寺中学校区)

12 月 13 日 

(金) 

石橋 

中学校 

行事食をつくろう 

講師 下野市食生活改善推進協議会長 斎藤 好子 氏 他

5名 

(石橋中学校区)

12 月 18 日 

(水) 

吉田西 

小学校 

演題「どの子にも当てはまるコミュニケーションの取り方」

講師 下都賀教育事務所 神山 陽子 氏 

   下野市家庭教育支援チーム ひばり

23 名 

(南河内中学校区)

12 月 23 日 

(月) 
緑小学校 

演題「コミュニケーションは誤解の連続！？」 

講師 くらはし まやこ 氏

25 名 

(南河内第二中学校区) 

1 月 18 日 

(土） 

園 

小学校 

演題「人間らしい心を育てる親の役割」 

講師 元東京家庭教育研究所 所長 丸山 貴代 氏 

28 名 

(南河内第二中学校区) 

2 月 5日 

(水) 

古山 

小学校 

演題「子どもの豊かな心を育むための接し方」 

講師 スクールカウンセラー 小野 薫 氏 

170 名 

(石橋中学校区)

＜点検・評価＞ 

 点検 

 地域住民による学校支援は、ふれあい学習の推進や生涯学習情報センターでの学校支援ボ

ランティアコーディネート事業により、各校での様々な事業に取り入れられました。 

また、子どもの健やかな成長のため、学校と家庭が連携しながら家庭教育についての学習

機会を充実させることを目的に、各校において家庭教育学級を開催しました。 

 評価  

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇

＜計画＞ 

事業名 ２．放課後子ども教室 

担当課 生涯学習文化課 

事業内容 

◇放課後等における安全で安心な居場所（学校の余裕教室等を活用）を設け、

学習活動やスポーツ・文化活動、地域との交流活動等の機会を提供するこ

とにより、子どもが心豊かで健やかに育まれるよう、放課後子ども教室の

実施について調査・検討します。 

◇放課後対策を総合的に推進するため、放課後子ども教室と放課後児童健全

育成事業（放課後児童クラブ）との連携や一体化についても調査・検討し

ます。 

＜実績＞ 

現在、国では学校と地域が協働で子どもたちを育む「地域とともにある学校づくり」を推

進しており、下野市でも平成 27 年度に策定した「第二次下野市総合計画」及び「下野市教育

大綱」に位置づけています。 

放課後子ども教室等についても、公民館において休日等に子どもたちの安心・安全な活動

場所・居場所を地域の方々の参画を得て提供していますが、今後も「地域とともにある学校

づくり」の中で検討を進めていきます。 

【各公民館での取り組み】 
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○国分寺公民館 

  青少年教育講座「国分寺ゴーゴー学び塾」 

地域のボランティア講師、サークルが５種の講座を開催。 

1. かわいい手創りインテリア（さ惠ら工房）全 9回      11 名 

2. 楽しいクッキング（下野市食生活改善推進員協議会）全 5回 26 名 

3. 将棋こども教室（下野市将棋愛好会）全 19 回        27 名 

4. おもしろ理科実験（下野市自然に親しむ会）全 5回     14 名 

5. 囲碁入門教室（国分寺囲碁会）全 17 回           8 名 

   延べ参加人数：約 900 名 

◯南河内公民館 

  青少年講座「ガッテン！科学の芽」 

地域のボランティアサークル「おもしろ理科実験クラブ」と共に企画、運営する講座。 

身近な生活の中にある科学の不思議を、実験を通して楽しく学習する。科学への興味・

関心を高め、ものの見方・考え方を深める。 

① 7/13（土）重心はどこ？          16 名 

② 7/28（日）ドライアイス劇場        17 名 

③ 8/ 3（土）人工イクラをつくろう      12 名 

④ 8/10（土）うんこはどうしてできるのか？  12 名 

⑤ 8/24（土）ピンホールカメラをつくろう   14 名  延べ 71 名参加 

○石橋公民館 

  青少年教育講座「石橋こどもクラブ サイエンス体験」 

  地域で活躍するボランティア団体の協力のもと、理科実験・体験等を通じて、子どもた

ちの知的好奇心を向上させ、自然や科学に対する関心を高める。 

① 6/15（土）ピンホールカメラをつくろう          9 名 

②  7/ 7（日）なぜ？食べものとうんこの形がちがうのだろう 8名 

③ 9/ 8（日）人工イクラを作ろう            11 名 

④  9/29（日）重心はどこ？                 8 名 

⑤ 10/ 6 (日) ドライアイス劇場             11 名 

延べ 47 名参加 

青少年教育講座「石橋こどもクラブ ちびっこ料理教室」 

地域で活躍するボランティア団体の協力のもと、料理を通じて、子どもたちの料理や食

材に対する好奇心を向上させ、食育を意識させる。

①  6/ 8（土）楽しいお弁当をつくろう    30 名 

②  7/20（土）パンを料理しよう          30 名 

③  8/17（土）野外料理に挑戦しよう      18 名 

④  9/ 7（土）中華料理に挑戦しよう     26 名 

⑤ 10/19（土）麺類を料理しよう        21 名 

⑥ 12/14（土）ケーキ作りに挑戦          24 名 

延べ参加人数 149 名 

＜点検・評価＞ 

 点検 

 公民館において、小学生対象にボランティア講師による自主講座を実施しました。 

-38-



 評価  

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

Ｃ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇

＜計画＞ 

事業名 ３．地域の人材を活用した教育の取り組み 

担当課 学校教育課／生涯学習文化課 

事業内容 

◇生涯学習情報センターによるボランティアコーディネート業務をさらに

強化し、子どもの学習・健全育成の支援の充実を図ります。 

◇地域の教育力を活用するため、学校の授業や環境整備、公民館事業等で、

ボランティアの活躍の場を提供します。 

＜実績＞ 

 ボランティアコーディネート実績 

 ・学校：20 件 授業の講師 

学校支援ボランティア 

実施日・開催日 内       容 参加人数

5 月 29 日（木） 

6 月 3日（月） 

7 月 10 日（水） 

緑小学校 3～6年生 
160 名 

講師  1 名派遣 書写指導の補助 

6 月 13 日（木） 
石橋小学校 1年生・保護者 68 名 

講師 3 名派遣 ALT と世界の文化を体験する交流会 

6 月 14 日（金） 
南河内第二中学校 1・2年生 210 名 

講師  1 名派遣 俳句の添削 

9 月 10 日（火） 

緑小学校 4年生 
1 名 
講師 1 名派遣 外国人児童の日本語サポート（週に 1回程度） 

9 月 26 日（木） 

南河内第二中学校 2年生 
116 名 
講師 7 名派遣 総合的な学習の時間「職業人に学ぶ」（警察官・消防士・

司法書士・看護師・幼稚園教諭・医師・獣医師） 

11 月 2 日（土） 
吉田東小学校全校生・保護者 

全校生徒 
講師 1 名派遣 学校行事「吉東小フェスティバル」ヒップホップ指導 

11 月 15 日（金）

南河内第二中学校 1年生・保護者 
94 名 
講師 1 名派遣 親子レクリエーション ズンバ指導 

11 月 19 日（火）
石橋小学校 6年生 74 名 

講師 2 名派遣 音楽科「琴に挑戦」琴の演奏と体験 

11 月 19 日（火） 
園小学校 3年生 46 名 

講師 3 名派遣 総合的な学習の時間「ふくべの絵付け」指導 

11 月 14 日（水） 薬師寺小学校 3年生 64 名 
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＜点検・評価＞ 

 点検 

学校とボランティアのニーズに応じて、ボランティアのコーディネートを実施することが

できました。 

 評価  

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

総合的な学習の時間「ふくべの絵付け」指導 講師 3 名派遣 

11 月 20 日（火） 
石橋北小学校 6年生 36 名 

講師 1 名派遣音楽科「音楽のききどころ」バイオリン鑑賞 

12 月 23 日（月）
石橋小学校 2年生 120 名 

講師 1 名派遣 生活科「はがきを出そう」絵手紙の指導 

12 月 18 日（水）

吉田西小学校 保護者・教職員 
120 名 
講師 3 名派遣 家庭教育学級「発達障害を持つ児童への接し方」講話 

1 月 9日（木） 
1 月 10 日（金） 
1 月 14 日（火） 

石橋小学校 4年生 
70 名 
講師 1 名派遣 算数 そろばんの指導 

1 月 17 日（金） 

南河内中学校 1年生 
72 名 
講師 9 名派遣 

総合的な学習の時間「職業人の話」（警察官・消防士・
司法書士・エンジニア・１級建築士・トリマー・新聞記
者・自衛官・看護師） 

1 月 17 日（金） 
1 月 21 日（火） 
1 月 22 日（水） 
1 月 24 日（金） 
1 月 29 日（水） 
1 月 31 日（金） 

緑小学校 6年生 

39 名 
講師 7 名派遣 

キャリア教育「これが私の生きる道」 
（司法書士・保育園教諭・画家・トリマー・エンジニア・
警察官・消防士） 

1 月 31 日（金） 

細谷小学校 6年生 
10 名 
講師 2 名派遣 音楽授業支援「琴」 

2 月 3日（月） 
緑小学校 6年生 

42 名 
講師 2 名派遣 

音楽授業支援「琴」 

2 月 4日（火） 

祇園小学校 6年生 
51 名 
講師 6 名派遣 

キャリア教育「職業人の話」 
（医師・一級建築士・看護師・救命救急士・パティシエ・
教師） 

2 月 20 日（木） 

薬師寺小学校 6年生 
38 名 
講師 4 名派遣 キャリア教育「職業人の話」（エンジニア・トリマー・

アナウンサー） 
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＜計画＞ 

事 業 名 ４．世代間交流の推進 

担 当 課 こども福祉課 

事業内容 

◇子育て関連施設において、地域の高齢者と親子との世代間交流を促進し、

親子が人生の先輩からの情報を得ることにより子育ての孤立化を防止す

るとともに、高齢者と親子両方の自尊感情と自己肯定感を醸成します。 

＜実績＞ 

地域子育て支援センターつくしでは、地域の高齢者による絵本の読み聞かせを年間 9 回、

延べ 87 人の参加のもと実施しました。読み聞かせを通して子どもだけでなく保護者も心が温

まることができました。 

児童館では、季節ごとの行事において地域の高齢者、親子世帯により飾りの制作やゲーム

などを通して交流を図りました。

＜点検・評価＞ 

 点検 

世代間交流を通して、親子が人生の先輩から情報を得ることによって、子育ての孤立化の

防止、高齢者と親子両方の自尊感情と自己肯定感を醸成しました。今後も、子育て支援施設

において世代間交流を推進していきます。 

 評価  

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇

＜計画＞ 

事 業 名 ５．子どもが安心して集える安全な居場所づくり 

担 当 課 こども福祉課 

事業内容 

◇子育て関連施設が「子どもが安心して集える居場所」となるよう、施設の

運営に努めます。 

◇石橋児童館を新築する際には、「子どもが安心して集える安全な居場所」

という視点を重視しながら、地域全体で子どもを育成できるよう整備を進

めます。 

＜実績＞ 

安全な居場所を提供することが「子どもが安心して集える居場所」となるという考えのも

と以下のとおり子育て関連施設の運営に努めました。 

・安全点検を毎日行い、事故やけがにつながりそうな危険を事前に取り除きました。 

・災害マニュアルに基づき、不測の事態に備えて定期的に避難訓練を実施しました。 

・来館時には、利用者への声掛けを積極的に行い、子育て相談にも応じました 

これらに加えて、児童館や学童保育室において、下野警察署スクールサポーターと連携し、

防犯に関する知識の習得のための事業を実施しました。 

＜点検・評価＞ 

 点検 

今後も、子育て関連施設において、「子どもが安心して集える居場所」となるよう施設の運
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営に努め、重視した整備を進めていきます。 

 評価  

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ
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（３）親育ちへの支援 

妊娠中また子育て中の保護者を対象に、講座や相談支援等を実施することで、親としての

役割への認識が深められるよう支援します。また、母親と父親がともに子育てに関わってい

けるよう、情報提供や普及啓発に努めます。 

＜計画＞ 

事業名 １．両親学級（フレッシュママ・パパ教室） 

担当課 健康増進課 

事業内容 《計画》第５章 第１節 子どもを健やかに産み育てる環境整備 を参照 

＜実績＞ 

 両親学級を年 7回実施し、母親 117 人、父親 67 人、祖母 2人が参加しました。 

平成 30 年度に両親学級の内容を見直し、産後の生活についてイメージしやすくしました。 

事後アンケートから保育施設等の情報が知りたいとの要望が多いことから、利用者支援専

門員による保育施設の情報提供と相談の場を設定しました。 

＜点検・評価＞ 

 点検 

今後も妊娠期から産後の生活、育児についての情報の場、及び切れ目ない支援に努めてま

いります。 

 評価  

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇

＜計画＞ 

事業名 ２．父親の育児参加促進 

担当課 健康増進課／こども福祉課 

事業内容 

◇妊娠届時の父子手帳の交付や、現在実施している両親学級等の活用、広報

等により、父親の育児参加の促進を図ります。 

◇地域子育て支援センター等における「パパ教室」を、年数回実施します。

＜実績＞ 

（健康増進課） 

 ・母子手帳交付数：395 人 

 ・父子手帳交付数：395 人 

 ・両親学級における父親の参加者数：60 人（父子手帳持参率：100％） 

母子手帳交付時、父親に父子手帳の活用について説明しており、父親が同席していない場

合は、市独自で作成したチラシを配布し、父子手帳の活用を案内しました。 

 また、両親学級に父親が参加した場合は、父子手帳に参加記録を残し、父子手帳の活用促

進を図りました。  

父親の参加を促した親子教室「ふれあいサロン」を年 4回、延べ 65 人の参加のもと実施し

ました。遊びの提供のほか、講師自身が子育てを経験した父親の立場から、夫婦の家事育児

分担のコツなど講義していただきました。 
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＜点検・評価＞ 

 点検 

（健康増進課） 

 令和 2 年度からは県は父子手帳の発行を行わないため、市で購入した父子手帳を継続して

配布する予定です。 

 ふれあいサロンは今年度限りの事業のため、今後については検討してまいります。  

 評価  

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ
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第３節 すべての子育て家庭を応援する体制の充実 

（１）教育・保育及び子育て支援事業の充実 

利用者のニーズを的確に把握し、利用者の視点に立った教育・保育事業及び子育て支援事

業の量的かつ質的な充実に努めます。 

＜計画＞ 

事業名 １．休日保育事業 

担当課 こども福祉課 

事業内容 

◇休日に保護者が仕事や病気などの理由で家庭にて児童の保育ができない

場合に、保護者に代わって保育を実施します。 

◇ファミリー・サポート・センター等他の事業との調整を図りながら、個々

の状況への対応に取り組みます。 

指標 指標名 実施か所数 令和元年度 2 

＜実績＞ 

 令和元年度実施か所数：1か所 

保護者が休日に保育できない場合に、児童を預かる休日保育事業を１か所（認定こども園

薬師寺幼稚園）で実施しました。 

＜点検・評価＞ 

 点検 

保護者のニーズに対して、利用者が多いため、希望者すべてを受け入れられなかった日も

みられました。ファミリー・サポート・センター事業等との連携を図り、個々のニーズに対

応できるよう引き続き事業を実施してまいります。 

 評価  

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

Ｂ Ｂ Ｂ Ｃ Ｃ

◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇

＜計画＞ 

事業名 ２．夜間保育事業 

担当課 こども福祉課 

事業内容 

◇夜間に保護者が仕事などの理由で家庭にて児童の保育ができない場合に、

保護者に代わって保育を実施します。 

◇利用者のニーズを的確に把握しながら、ファミリー・サポート・センター

等、他の事業との調整を図り、家庭での保育を重視し個々の対応に取り組

みます。 

指標 指標名 実施か所数 令和元年度 1 

＜実績＞ 

 令和元年度実施か所数：0か所 

夜間の預かり希望については、ファミリー・サポート・センター等の利用により対応する

こととしていました。 

なお、令和元年度のファミリー・サポート・センターの利用はありませんでした。 
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＜点検・評価＞ 

 点検 

家庭的な保育を重視し、引き続き利用者のニーズの把握に努めます。 

 評価  

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ

◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇

＜計画＞ 

事業名 ３．乳児保育事業 

担当課 こども福祉課 

事業内容 《計画》第４章 子ども・子育て支援事業計画【必須記載事項】を参照 

指標 指標名 実施か所数 令和元年度 13 

＜実績＞ 

令和元年度実施か所数：14 か所 

令和元年度においては、14 か所で乳児保育を実施し、働く意欲のある母親たちのサポート

をすることができました。 

＜点検・評価＞ 

 点検 

乳児保育実施施設は 14か所ありますが、年度途中には待機児童が発生しております。保育

施設に定員増を促しながら施設整備を推進し、ニーズに対応できるよう努めます。 

 評価  

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ

＜計画＞ 

事 業 名 ４. 

担 当 課 

事業内容 

制度の廃止により削除 
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＜計画＞ 

事 業 名 ５．保育所事業評価の実施 

担 当 課 こども福祉課 

事業内容 

◇第三者評価及び第三者委員制度の結果を活用し、良質な保育事業の提供、

安心・安全な保育園運営につなげます。 

◇民間保育園についても評価の実施を働きかけます。 

＜実績＞ 

平成 20 年度にグリム保育園、22年度にむつみ保育園（現、むつみ愛泉こども園の 2歳以

下保育施設）、28 年度にあおば保育園、29 年度に公立保育園５園全園で受審しました。30・

令和元年度においては受審した施設はありませんでした。保育の質の向上のためにも、未受

審の園には受審を促しています。 

また、第三者委員については、公私立保育園全園に配置され、保護者の方からの相談に応

じる体制が整備されています。 

＜点検・評価＞ 

 点検 

第三者評価について、令和元年度は受審した施設はありませんでした。 

 評価  

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

Ｃ Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ

◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇

＜計画＞ 

事 業 名 ６．こども医療費助成事業 

担 当 課 社会福祉課 

事業内容 

◇子どもを養育している保護者の子育てにかかる経済的負担を軽減し、子ど

もの健康保持と健全な育成を支援するために、中学 3年生までの子どもを

対象に、病気やけが等で医療機関等を受診した場合、保険診療の自己負担

分を助成します。 

＜実績＞ 

 こども医療費助成の助成状況（令和元年度） 

登録人数 助成件数 助成総額 

10,720 人 135,012 件 251,535,348 円

＜点検・評価＞ 

 点検 

平成 27年 7 月診療分から、現物給付対象年齢を中学 3年生まで拡大し、これまでの償還払

い方式での申請手続きに係る保護者の負担が解消されたことで、利便性の向上が図られてい

ます。 

 評価  

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ
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＜計画＞ 

事 業 名 ７．育児ママ・パパリフレッシュ事業   

担 当 課 こども福祉課 

事業内容 

◇在宅で乳幼児を保育する保護者の育児疲れや育児への不安等を解消し、心

身のリフレッシュを図ることで家庭での育児が充実するよう、保育園等で

一時的な預かり保育を利用できる「育児ママ・パパリフレッシュ利用券」

を 3歳未満までの乳幼児を持つ保護者に交付します。 

＜実績＞ 

令和元年度 交付件数：382 件  

      利用実績：1,706 件、5,577 時間 

＜点検・評価＞ 

 点検 

出生・転入等の受け付け時に合わせて制度の案内をしています。利用実績は年々増加して

いますが、引き続き周知に努めます。 

 評価  

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇

＜計画＞ 

事 業 名 ８．市内の公立保育園の民営化  

担 当 課 こども福祉課 

事業内容 

◇公立保育園の効率的・効果的な運営を図り、多様化する保育ニーズに柔軟

に対応していくことを目的に、子ども・子育て支援新制度での保育支援制

度等の動向を見据えながら、公立保育園の民営化に向けた取り組みを進め

ていきます。

＜実績＞ 

令和元年度は、平成 30年度に決定した受託業者に薬師寺保育園の運営を引き継ぎ、民営化

した私立保育所としてスタートしました。秋には利用者にアンケート調査を実施し、多数の

利用者から民営化してよかったとの評価を得ました。 

＜点検・評価＞ 

 点検 

予定どおりに薬師寺保育園の民営化が完了しました。 

 評価  

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

Ｃ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ
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＜計画＞ 

事 業 名 ９．放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ） 

担 当 課 こども福祉課 

事業内容 《計画》第４章 子ども・子育て支援事業計画【必須記載事項】を参照 

指標 指標名 実施か所数 令和元年度 13 

＜実績＞ 

 令和元年度実施か所数：14 か所 

市内全ての小学校区に学童保育室を設置しています。 

南河内中学校区義務教育学校整備に伴う学童保育室整備のため、基本設計を実施しました。 

＜点検・評価＞ 

 点検 

計画どおり進んでいます。引き続き事業の充実を図るとともに安心、安全な居場所の確保

に努めます。 

 評価  

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ
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（２）子育てに関する情報・相談・交流の充実 

身近な地域で親子が気軽に集い、仲間をつくり、支え合いの中で子育てを行うことができ

るよう、交流の機会や場を確保するとともに、市内で実施している事業や支援が、必要な人

に適切に利用されるよう、情報提供や相談支援体制の充実に努めます。 

＜計画＞ 

事 業 名 １．子育てに関する情報の発信 

担 当 課 こども福祉課／健康増進課 

事業内容 

◇子育て世帯が容易に子育て関連情報を取得することができるよう、地域の

子育て支援情報を収集し、広報誌掲載はもとより、インターネットを活用

しながら、分かりやすく発信するほか、子育てハンドブックを発行し妊娠

届時に配布するなど、各種媒体による情報発信に努めます。 

＜実績＞ 

新年度の新規事業を含め内容を更新した「安心子育てハンドブック」を作成し、妊娠届や

就学児健診時に配布するほか、子育て関連施設や公民館にも配置し、より多くの方の手に届

くようにしました。 

また、子育て応援サイト「ママフレ」や市ホームページに「子育てＱ＆Ａ」ページを作成

し、情報発信しました。 

＜点検・評価＞ 

 点検 

今後も各種媒体を活用し、子育て世帯が容易に子育て関連情報を取得することができるよ

う努めます。 

 評価  

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇

＜計画＞ 

事 業 名 ２．身近な子育て相談体制の充実 

担 当 課 こども福祉課 

事業内容 

◇地域子育て支援センターをはじめ、児童館、保健福祉センター等において

気軽に相談できる体制づくりに努めるとともに、地域子育て支援センター

と母子保健部門との連携をさらに強化し、気軽に相談する相手がいない場

合でも適切なフォローができるよう相談窓口の充実を進めます。 

◇家族・友人などの身近な人間関係だけでなく、必要に応じて専門的な相談

を受けられるよう、インターネットを活用することなどにより相談内容別

窓口一覧の周知を進めます。 

＜実績＞ 

地域子育て支援センターをはじめ、児童館、保健福祉センター等において気軽に相談でき

る体制づくりに努めました。子育て支援センターと母子保健部門との会議（年 1回）の開催、

また保健師、心理士による相談を 2か月に 1回（年 6回）実施し相談窓口の連携強化に努め

ました。 
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＜点検・評価＞ 

 点検 

今後も、気軽に相談できる体制づくりの充実に努めます。 

 評価  

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇

＜計画＞ 

事 業 名 ３．育児相談事業 

担 当 課 健康増進課 

事業内容 

◇生活に身近な場所で子育て相談支援を実施している地域子育て支援セン

ターとの連携を図りながら、育児上の不安がある場合や発達上の問題があ

る場合、保護者の心配事や困り感を共有します。状況によって、個別相談

や訪問相談、また必要な専門職種をコーディネートし、相談支援に努めま

す。 

＜実績＞ 

・子育て巡回相談 

 個別心理相談：55 件 

 カンファレンス：164 件 

市内の各子育て支援センター（つくし・ゆりかご・みるく）に、臨床心理士が出向き、子

育て巡回相談を隔月 1回ずつ実施しています。併せて保健師も参加し、支援が必要な児に対

しての支援方針をカンファレンスで検討しています。 

・育児相談・母乳相談：113 件 （乳児：82 件、幼児 31 件） 

育児の不安や発達の確認の場としての専門的相談を保健師・助産師・管理栄養士が育児相

談・母乳相談として月 1回ずつ実施しました。 

＜点検・評価＞ 

 点検 

今後も各子育て支援センターとの連携を図り、各事業の継続に努めます。 

 評価  

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇

＜計画＞ 

事 業 名 ４．利用者支援事業   

担 当 課 こども福祉課 

事業内容 《計画》第４章 子ども・子育て支援事業計画【必須記載事項】を参照 

指標 指標名 実施か所数 令和元年度 2 

＜実績＞ 
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 令和元年度は、特定型の利用者支援と、母子保健型の利用者支援窓口（子育て世代包括支

援センター）にて、子育て支援体制の充実を図りました。 

こども福祉課における特定型の利用者支援窓口では、主に保育園・認定こども園の入園申

込案内資料の説明、申込書の受理事務を行いました。令和元年度は、利用者支援専門員が子

育て支援センター（３か所）、児童館（４か所）、認定こども園及び公立保育所での親子教室

（９か所）、乳幼児健診、出前サロンや両親学級を訪問し（延べ 105 回）、利用者支援事業の

周知や各施設の子育て支援事業の情報収集を行いました。 

健康増進課における母子保健型の利用者支援窓口では、妊娠期から子育て期にわたるまで

の支援についてのワンストップ拠点として、切れ目のない支援を実施しました。平成 30 年度

までは全ての妊婦の状況を継続的に把握し、要支援者には支援プランを作成していましたが、

令和元年度から全妊婦に対し支援プランを作成することにしました。（令和元年度実績 395

件） 

各施設を利用する親子との関わりの中で、保護者のニーズや子育て事情等の把握に努め、

相談を受け付けました。

＜点検・評価＞ 

 点検 

今後も窓口での入園相談や、年度途中発生する待機児童の保護者へのフォローに努めます。 

また、引き続き子ども・子育て支援新制度や利用者支援事業を周知します。 

 評価  

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

Ｃ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇

＜計画＞ 

事 業 名 ５．幼稚園における地域開放の実施 

担 当 課 こども福祉課 

事業内容 

◇地域の親子のふれあいと子どもたちの遊びの場を提供することにより、異

年齢交流や幼児の健全育成を図ることを目的に、地域の未就学児の親子を

対象に園舎・園庭を開放します。 

＜実績＞ 

幼稚園・認定こども園（計７園）で園地・園舎開放事業を実施しました。 

また、同様に未就園児親子教室を開催し、親子の遊び場の提供や、幼稚園児との合同事業

も設けて交流を図りました。 

＜点検・評価＞ 

 点検 

計画のとおり実施されています。 

市では、地域子育て推進事業（子育てランド事業）の対象事業について補助金を支出し、

各園の事業を推進しました。 

 評価  

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ
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＜計画＞ 

事 業 名 ６．地域子育て支援拠点事業（子育て支援センター） 

担 当 課 こども福祉課 

事業内容 《計画》第４章 子ども・子育て支援事業計画【必須記載事項】を参照 

指標 指標名 実施か所数 令和元年度 3 

＜実績＞ 

令和元年度実施か所数：3か所 

令和元年度の地域子育て支援センター年間総利用者数：28,714 人 

子育て親子の交流の場を提供し、交流の促進に努めました。 

＜点検・評価＞ 

 点検 

今後も地域全体で子育て家庭を支える拠点として、事業の充実に努めます。 

 評価  

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇

＜計画＞ 

事業名 ７．児童館事業 

担当課 こども福祉課 

事業内容 

◇地域とともに歩む児童館として、3世代交流や地域内交流等を推進し、健

全な遊びを通じて、健康で知的・社会的な能力の高い情緒豊かな子どもに

育成するほか、安心して集える安全な居場所を提供できるよう努めます。

＜実績＞ 

令和元年度開館か所数：5か所 

令和元年度の児童館等年間総利用者数：28,101 人 

親子教室や児童館まつりにおいて、地域の老人クラブの協力を得て世代間交流を促進しま

した。 

＜点検・評価＞ 

 点検 

今後も、遊び及び生活の援助と地域における子育て支援の場として、安心して集える安全

な居場所を提供できるよう努めます。 

 評価  

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ
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＜計画＞ 

事業名 ８．石橋児童館整備事業   

担当課 こども福祉課 

事業内容 

◇石橋児童館は築 40 年以上経過しており老朽化が激しいことから、「子ども

が安心して集える安全な居場所」という視点を重視しながら、地域全体で

子どもを育成できる新たな施設を整備します。 

＜実績＞ 

地域全体で子どもを育成できる、新たな施設の整備を予定しています。 

平成 30 年度は、総合政策課や生涯学習文化課とともに先進地視察に参加し、複合施設とな

る整備の方向性等を盛込んだ下野市石橋駅周辺公共用地利活用基本計画が策定されました。 

＜点検・評価＞ 

 点検 

平成 28年 5 月に石橋児童館を休止し、新たに「こどもの広場 いしばし」を開設しました。 

 今後世代間の交流や地域の人との関わりがもてるよう、下野市公共施設等総合管理計画と

の整合性を図りながら整備に努めます。 

 評価  

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

Ｃ Ｃ Ｃ Ｂ Ｂ
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（３）ワーク・ライフ・バランスの実現に向けた支援 

すべての市民が、ゆとりをもって子どもを育て、働き続けていくことができるよう仕事と

生活のバランスがとれる多様な働き方を選択できる環境づくりを進めるとともに、就業環境、

就労条件等の改善に向け、労働者・雇用者双方への啓発活動を推進します。 

＜計画＞ 

事業名 １．ワーク・ライフ・バランスの実現に向けた各方面への啓発 

担当課 市民協働推進課 

事業内容 

◇ワーク・ライフ・バランスの実現に向け、育児・介護休業制度や再雇用特

別措置等の周知を図るなど、企業・事業主への啓発や働きかけを行います。

◇労働者に対しても、一人ひとりの意識改革による職場環境の改善が図られ

るよう、広報活動等を通じた意識啓発を進めます。 

＜実績＞ 

女性活躍をテーマに啓発イベントを行い、セミナーの開催やガイドブックの発行、ワーク・

ライフ・バランスの推進について取り上げました。 

○11/1 男女共同参画推進セミナー 講師：三木 智有 氏 

「たった 5分でできる最強家事シェアテクニック」 延べ 56 名参加 

ワーク・ライフ・バランスや家庭でのコミュニケーションに焦点をあて、男女共同参画意

識の高揚を目指す目的で開催しました。セミナーの開催にあたり、商工会等を通じて企業

経営者や人事労務担当者、及び周辺市町職員等を対象に参加を促し、それぞれの家庭にお

けるワーク・ライフ・バランスの実現に向けた取組へと繋げました。 

○しもつけ女性活躍応援ガイドブックの配布 

平成 29 年度作成のパンフレットに、ワーク・ライフ・バランス推進のための取組事例紹介

を掲載しています。 

 ガイドブックはセミナーや企業交流会、商工会主催の研修会等の多くの企業経営者が集う

機会を活用し、啓発資料として配布するとともに、市ホームページに掲載したことにより

広く周知を行いました。 

○広報（チラシの配布、広報しもつけ掲載コラム等） 

窓口等において、パンフレットやチラシの配布を行うとともに、ホームページに掲載する

ことで情報提供を行いました。また、広報紙では男女共同参画を主題としたコラムのなか

でワーク・ライフ・バランスを取り扱い、広く啓発を行いました。 

＜点検・評価＞ 

 点検 

広報紙やホームページなど様々な媒体を活用し、制度の周知に努め、意識改革につなげて

いく必要があります。また、企業向けガイドブックの配布を行い、広く啓発に努める必要が

あります。 

 評価  

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ
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（４）社会的養護を必要とする家庭への支援 

生まれ育つ環境に左右されることなく、地域の子ども一人ひとりが安心して健やかに育ま

れるよう、必要な人に適切な支援が提供される環境づくりを図ります。 

ひとり親家庭については、母親の就労、住居、子どもの養育などさまざまな困難に直面する

ケースが多いことから、国や県との連携のもと、自立に向けた支援を行います。また、障が

いのある子どもについては、国の法制度等の変化に対応しながら、障がいの多様化や障がい

のある子どもの増加を踏まえ、住み慣れた地域でいつまでも生活していけるよう、一人ひと

りに合った支援の充実に努めます。 

①ひとり親家庭への支援 

＜計画＞ 

事業名 １．ひとり親家庭に対する相談体制の充実 

担当課 こども福祉課 

事業内容 

◇ひとり親家庭の自立を促進するため、母子・父子自立支援員が関係機関と

連携し、さまざまな相談に対してきめ細かく対応します。 

◇支援員及び関係職員は各種研修に積極的に参加し、相談技術の向上や専門

知識の習得に努めます。 

＜実績＞ 

 自立促進のための福祉資金貸し付け相談受付を県と連携して行い、6 件の申請がありまし

た。 

 また、県主催の母子自立支援員等研修会等に積極的に参加し、相談技術の向上や専門知識

の習得に努めました。 

＜点検・評価＞ 

 点検 

 継続して相談技術の向上や専門知識の習得に努めることにより、相談者へのきめ細やかな

対応を可能にしました。 

 評価  

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇

＜計画＞ 

事業名 ２．母子家庭等対策総合支援事業 

担当課 こども福祉課 

事業内容 

◇ハローワークと市が連携しひとり親家庭の就労を支援するほか、経済的自

立に効果的な資格（看護師等）を取得するため 2年以上養成機関で修業す

る場合や、市が指定する教育訓練講座を受講する場合の負担を軽減するた

めに給付金を支給するなど、ひとり親家庭の経済的自立促進に取り組みま

す。 

＜実績＞ 

8 月の児童扶養手当現況届提出時に合わせてハローワーク及び栃木県ひとり親家庭福祉連

合会による臨時の就労相談窓口を市役所内に設置しました。 
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また、資格取得のための高等職業訓練促進給付金制度の利用者は 2名いました。 

＜点検・評価＞ 

 点検 

 ひとり親家庭の経済的自立促進のために、継続して支援していきます。 

 評価  

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇

②障がいのある子どもへの支援 

＜計画＞ 

事業名 １．幼稚園における特別支援教育の充実 

担当課 こども福祉課 

事業内容 

◇個別の支援を必要とする幼児が希望する幼稚園へ円滑に入園し、集団の中

で教育・保育が受けられるよう、幼稚園運営の負担軽減を図る「幼稚園は

ばたき支援事業」を推進していきます。 

＜実績＞ 

県の特別支援教育事業に該当する児童（原則 1号認定）が在園する幼稚園・認定こども園

に対し、「幼稚園はばたき支援事業」において補助をしました。 

該当する園児が在園する 6園について補助をしました。 

＜点検・評価＞ 

 点検 

個別の支援を必要とする幼児の円滑な入園と、幼稚園・認定こども園の運営に対する支援

を継続して行う必要があります。 

 評価  

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇

＜計画＞ 

事業名 ２．障がい児保育事業 

担当課 こども福祉課 

事業内容 

◇集団保育が可能で日々通所できる児童を対象に、市内保育施設での受入体

制の整備と指導者の育成に努めます。 

◇関係機関との連携に努め、支援の充実を図ります。 

＜実績＞ 

市内保育施設職員を対象に、障がい児保育について研修会を実施しました。障がい児及び

保護者とのかかわり方について学習しました。 

また、対象児童の入園等に際しては、こばと園等の療育施設と情報共有しながら慎重に進

めました。 
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健康増進課、社会福祉課等と連携し、日常の支援・卒園後の引継ぎも含め支援の充実に努

めました。 

＜点検・評価＞ 

 点検 

引き続き研修の継続をして、保育の質の向上や支援の充実をすることが必要です。 

保育施設での受け入れ体制整備のための支援が必要です。 

 評価  

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇

＜計画＞ 

事業名 ３．放課後児童クラブにおける特別な支援を必要とする児童の受入推進 

担当課 こども福祉課 

事業内容 

◇特別な支援を必要とする児童の放課後や長期休業中の安心・安全を守るた

め、集団での生活に対応できる児童に対して、放課後児童クラブにおける

受入体制の整備に努めます。 

＜実績＞ 

特別な支援を要する児童は、保護者と子供との面接をさせて頂き保護者の了承のもと関係

機関と情報を共有し可能な限り受け入れました。また、関係機関とのパイプ役も行っていま

す。 

支援員の質の向上として、県で行っている障がい児研修に積極的に参加し、特別な支援が

必要な子どもたちの特性の理解に努めました。 

＜点検・評価＞ 

 点検 

今後も、関係機関と連携を取り合い可能な限り受け入れるよう努めます。 

 評価  

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇

＜計画＞ 

事業名 ４．障がい児への支援 

担当課 社会福祉課 

事業内容 

◇市内 2か所療育施設（公設公営と公設民営）では、発達を促すための訓練

や放課後・長期休業中の居場所の提供を行う児童発達支援事業等を実施し

ています。 

◇相談体制の充実を図り、ライフステージに応じた支援やサービスが利用で

きるよう、関係機関のネットワーク体制づくりに努めます。 

◇「サポートファイル」の作成により、障がい児が継続して、スムーズな支

援を受けることができる体制を整備します。 
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＜実績＞ 

令和元年度療育施設数 7 か所  

 （内訳） 

・児童発達支援事業  

こばと園（公設公営）、けやき（公設民営） 

  ・放課後等デイサービス事業 

けやき（公設民営）、みのりの杜
もり

（2 か所・民設民営）、 

トータスジュニア（2か所・民設民営）、きらり（民設民営） 

＜点検・評価＞ 

 点検 

児童発達支援・放課後等デイサービスを実施する事業所が新たに 1か所（令和元年 11 月に

トータスジュニア自治医大）開設され、療育支援体制の充実が図られました。 

 また、保育園、幼稚園、認定こども園、専門療育機関、医療機関等とのカンファレンス

や様々な協議会等の活用により、関係機関同士の連携を強化し、相談体制の充実を図りま

した。 

 保育園、幼稚園、学童保育、専門療育機関の職員等を対象とした発達障がいの理解を促

す研修会を下野市地域自立支援協議会が開催し、障がい児支援の質の向上に努めました。 

 「サポートファイル」を活用したスムーズな支援体制構築のため、乳幼児健診フォロー

から保健師と連携を図り実施しました。 

 評価  

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇

＜計画＞ 

事業名 ５．相談体制の充実 

担当課 社会福祉課 

事業内容 

◇障がい児（者）本人や介護家族が利用しやすい福祉サービスが受けられる

よう、障がい者相談支援センター及び下野市こども発達支援センター「こ

ばと園」等の療育機関を中心に、地域での相談支援体制を整備します。 

◇障がい児（者）本人や家族に対する相談はもとより、窓口に来所できない

障がい児（者）に対する訪問型の相談体制を整備します。 

◇発達障がいのある子どもやその家族が抱える悩みや不安に対しては、栃木

県発達障害者支援センター「ふぉーゆう」等と連携し、対応に努めます。

＜実績＞ 

 障がい児者相談支援センター相談延べ件数（令和元年度実績）障がい児（者） 

訪問 来所 同行 電話 
電子 
メール 

個別支援
会議 

関係機関 その他 合計 

371 343 74 1,486 39 93 1,278 12 3,696 

相談支援事業所こばと相談延べ件数（令和元年度実績）障がい児のみ 

-59-



訪問 来所 保育園幼稚園訪問 合計 

10 378 68 456 

＜点検・評価＞ 

 点検 

障がい児者相談支援センター及びこばと園内の相談支援事業所において、相談支援専門員

を配置し、本人や家族に対する相談のほか、窓口に来所できない障がい児（者）に対しては、

訪問相談を実施しました。なお、障がい者相談支援センターにおける障がい児（者）の相談

者実人数は、300 名で、うち障がい児は、58 名でした。相談支援事業所こばとにおける障が

い児相談者実人数は 182 名でした。 

また、栃木県発達障害者支援センター「ふぉーゆう」を始めとする様々な関係機関と連携

し、相談事が円滑に解決に向かうよう包括的支援に努めました。 

 評価  

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ
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